
京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

01

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・研究、調査 ・研究、調査 ・都市経営方針の策
定

・行動計画の策定

実績

・研究、調査
・資料収集

・近隣及び先進自治
体等の調査、研究、
資料収集
・市長マニフェストの
実現手法の検討

・調査、研究
・組織目標の設定、
公表

・調査、研究
・組織目標の設定、
公表

･組織目標の設定、
公表

行動
計画

・研究、調査 ・研究、調査
・制度の見直し

実績

・先進自治体等の調
査、研究
・関係例規の整備

・研究、調査
・制度の見直し

・近隣自治体等の調
査、研究、資料収集

・近隣自治体等の調
査、研究

・近隣自治体等の調
査、研究

2 ・最高補助機関で
ある副市長の位
置付け、役割の見
直し・強化

・長の最高補助機関である副市長の
権限と責任の強化を図るとともに、
制度のあり方について見直し、マネ
ジメント機能の強化を検討する。

一部実施

平成22年度取り組み実績

・近隣自治体等の実施状況について調査、研究を行った。

区分
具体的な取り組み

・まちづくりの指針である総合計画に
掲げた都市像を実現するための基
本理念を明確にするため、中長期的
視野に立った政策・施策推進の方向
性、財政運営の方針などを総合的
にまとめた都市経営の戦略プランと
なる都市経営方針を策定・公表し、
全庁が一丸となって取り組む。

完了

平成22年度取り組み実績

進捗状況

・総合計画に掲げた都市像の実現に向けて、各部局において組織目標を設定し、公表した。

新京田辺市行政改革大綱の項目

大項目 03 効率的な行財政運営

トップマネジメント機能の強化とそれを支える仕組みづくり

中項目 01 新たな都市経営の仕組みづくり

小項目

実行項目

01 トップマネジメント機能の強化

所管 実行プログラム

総
務
部

企
画
管
理
課

1 ・トップマネジメン
ト機能の強化によ
る全庁意思統一

総
務
部

総
務
室
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・収入役の廃止とそ
の事務の助役の兼
掌

・会計管理者の設置

実績

・収入役の廃止とそ
の事務の助役の兼
掌

・会計管理者の設置

行動
計画

・調査、検討 ・会議の見直し、機
能強化

実績

・近隣及び先進自治
体における運営方
法等の調査、検討

・庁議制度の見直し
と経営会議の設置
・総務調整会議の設
置

・構成の見直し
・総務調整会議主宰
者の変更

・実施状況の検証 ・実施状況の検証

行動
計画

・検討 ・事務局体制の機能
強化

実績

－ ・担当課との協議 ・担当課との協議継
続

・担当課との協議継
続

・情報収集

5 ・行政委員会事務
局の機能強化

・監査委員事務局職員の公平・中立
性の確保など、体制の見直しを行
い、行政委員会事務局の機能強化
を図る。

その他

平成22年度取り組み実績

・総務省地方行財政検討会議において、監査委員制度の抜本見直しが行われており、国の動向を注視し
つつ、積極的な情報収集に努めた。

・長のトップマネジメントを支えるた
め、経営会議の強化を図るととも
に、総務企画担当課長等会議につ
いて機能強化を図る。

完了

平成22年度取り組み実績

総
務
部

総
務
室

4 ・経営会議、総務
企画担当課長等
会議の機能強化

区分
具体的な取り組み

進捗状況

総
務
部

総
務
室

3 ・特別職の体制の
見直し

完了

平成22年度取り組み実績

所管

・特別職の体制について、収入役を
廃止する。

実行プログラム

監
査
委
員
事
務
局
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・調査、研究
・各部局の機能強化
・関係規程の見直し

・組織内分権の調
査、検討

・各部局への権限委
譲(段階的実施)

・各部局への権限委
譲(段階的実施)

・各部局への権限委
譲(段階的実施)

実績

・調査、研究
・総括室の設置によ
る各部局の機能強
化

・調査、検討 ・政策推進室の設置
による各部局のさら
なる機能強化

・政策推進室の現状
と課題の検証

・政策推進室の実態
調査を実施

行動
計画

・調査、検討 ・方針、マニュアル
等の作成
・実施

実績

・調査、検討
・総務調整会議で制
度のあり方の検討

・調査、検討 ・組織目標の設定 ・組織目標の設定 ・組織目標の設定

・組織目標の設定を行った。
・組織目標を公表した。

総
務
部

企
画
管
理
課

2 ・部局別運営方針
の策定、公表

具体的な取り組み

完了

平成22年度取り組み実績

進捗状況

総
務
部

総
務
室

1 ・組織内分権の推
進

・市民ニーズに的確かつ迅速に対応
していくためには、より身近な各部局
がこれまで以上に権限と責任を持っ
てサービス提供が行えることが重要
であることから、実施決定の権限の
各部局への委譲を進める。

完了

平成22年度取り組み実績

所管

・各部政策推進室にかかる実態調査を行い、その機能を発揮できているかどうかについて検証を行った。

区分

01 新たな都市経営の仕組みづくり

小項目

03 効率的な行財政運営

中項目

・各部局が第3次京田辺市総合計画
のそれぞれの分野における施策を
いかにして進め、目的を達成してい
くか主体的に作成し公表することに
より、その使命と責任を明確にし、市
民との情報共有を図り、説明責任を
果たす。

新京田辺市行政改革大綱の項目

大項目

02 部局の自立経営

実行項目 01 組織内分権の推進と意思決定・執行の迅速化

実行プログラム
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・調査、検討 ・調査、検討 ・事務決裁規程等の
改正
・財務会計システム
の見直し

・実施

実績

・調査、検討
・事務決裁規程の整
備

・調査、検討
・事務決裁規程の整
備

・事務決裁規程等の
改正

・調査、検討

行動
計画

・部局別枠配分予算
の導入

・決算説明資料の内
容の見直し

・各部局による予算
説明資料と決算説
明資料の作成

・各部局による予算
編成・執行管理の総
仕上げ

実績

・部局別枠配分予算
の導入

・各部局別枠配分予
算を継続して実施

・各部局による予算
説明資料の作成

行動
計画

・現状の課題分析と
調査

・建設部総務部門の
見直し

実績

・課題事項の意見交
換

・見直しの検討
・建設部総括室によ
り強化

－

・部局毎での予算
編成、執行管理
の実施

・各部局の自己決定、自己責任など
の組織内分権を推進するため、各
部局ごとの予算編成や執行管理（決
算状況の把握）を推進する仕組みを
構築する。

完了

平成22年度取り組み実績

建
設
部

建
設
政
策
推
進
室

5 ・部局別運営方針
の策定、公表

・第3次京田辺市総合計画や政策課
題に対し建設部が主体的に迅速に
対応することができるよう建設部の
総務部門の強化を図る。

完了

平成22年度取り組み実績

所管

総
務
部

企
画
管
理
課

4

総
務
部

総
務
室

3

進捗状況

・事務決裁規程の
見直し

実行プログラム
区分

具体的な取り組み

・市民のニーズを的確に捉え、それ
を施策へと反映し、迅速に対応して
いくため、事務決裁規程の見直しを
行い、権限委譲により意思決定、執
行の迅速化を図るとともに、それに
対応した権限と責任の明確化及び
チェック機能の強化を推進する。

完了

平成22年度取り組み実績
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・調査、検討
・組織の再編整理

（毎年度継続）

実績

・調査、検討
・組織の再編整理

（継続実施） ・早期権限移譲事務
の受入体制整備

・組織ヒアリング実
施
・新たな組織機構の
検討

行動
計画

・調査、検討 ・グループ制の導入
試行

・制度の検証と推進 （毎年度継続）

実績

・近隣及び先進自治
体の取組状況等の
調査、検討

・グループ制の導入
試行
・アンケート調査の
実施と制度の運用
改善

・グループ制の検証
・今後のあり方の検
討

・アンケート調査の
実施
・アンケート結果の
検証と制度見直し

・事務事業の執行に最も適した体制
を柔軟にとることができるグループ
制を導入試行し、事務配分の合理
化と繁閑が調整できる柔軟な組織
機構に再編する。

完了

平成22年度取り組み実績

総
務
部

総
務
室

2 ・グループ制の導
入試行

進捗状況

総
務
部

総
務
室

1 ・機能的で簡素な
組織機構の整備

・第3次京田辺市総合計画を着実に
進めていくため、行政がその主体と
して真に取り組まなければならない
課題に重点化された効率的な組織
へと再編する。

完了

平成22年度取り組み実績

所管 実行プログラム
区分

具体的な取り組み

小項目 01 簡素でわかりやすい組織

実行項目 01 機能的で簡素な組織機構の整備

新京田辺市行政改革大綱の項目

大項目 03 効率的な行財政運営

中項目 02 簡素で応答性の高い柔軟な組織
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・現状、あり方の調
査、検討

・現状、あり方の調
査、検討

・実施

実績

・現状、あり方の調
査、検討

・あり方の調査、研
究
・プロジェクトチーム
設置要綱の制定

・制度周知を行い、
継続して実施

・継続して実施

行動
計画

・現状の分析
・体制の検討

・実施

実績

・課題抽出
・要望の実施

・新名神高速道路建
設及び関連周辺整
備検討会議の開催

行動
計画

・現状の課題分析と
調査

・体制の見直し

実績

・組織機構改革（道
路、公園、市営住宅
の管理の一本化）

・市営住宅と建築部
門の一本化

行動
計画

・検討 ・事務局体制の見直
し

実績

－ ・市組織機構所管担
当課との協議

・担当課との協議継
続

・担当課との協議継
続

・情報収集

・総務省地方行財政検討会議において、監査委員制度の抜本見直しが行われており、国の動向を注視し
つつ、積極的な情報収集に努めた。

完了

平成22年度取り組み実績

監
査
委
員
事
務
局

6 ・行政委員会事務
局体制の見直し

・監査委員事務局職員の公平・中立
性の確保など、体制の見直しを行
い、行政委員会事務局の機能強化
を図る。

その他

平成22年度取り組み実績

平成22年度取り組み実績

建
設
部

施
設
管
理
課

5 ・道路等の公共施
設管理の一元化

・公共施設管理に係る許認可や申
請事務を一元化することにより、迅
速かつ効率的で市民からもわかりや
すい組織に見直しを行う。

完了

平成22年度取り組み実績

所管

建
設
部

建
設
政
策
推
進
室

4 大規模事業推進
プロジェクト

・国や府へ事業の要望並びに実施
するにあたり、事業の採択又はその
推進に向けて強力な体制で取り組
む。

完了

実行プログラム
区分

具体的な取り組み
進捗状況

総
務
部

総
務
室

3 ・プロジェクトチー
ムの活用の推進

・市民の多種多様な要望等に柔軟
で機敏な行政対応を図るため、庁内
組織単位では対応しがたい課題等
について調査・研究を行うプロジェク
トチームの活用を推進する。
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・現状の検証
・関係者との調整
・業務内容の明確
化、運営方針の見
直し

・実施

実績

・近隣市町の現状調
査
・協会との協議

・検討 ・協会との協議 ・協会との協議
・運営方針の決定

・協会との協議

行動
計画

・調査、検討
・財源の確保

・事務局機能の移管 ・法人化

実績

・近隣市町村の動向
調査

・調査、検討
・財源の確保

・補助金の検討
・財源の確保

・事務局体制の強化 ・事務局体制の強化

・法人化に向けた検討及び協議を行った。

・ふるさと雇用再生特別基金事業を活用し、観光推進員の配置を行い、事務局体制の強化を図った。

経
済
環
境
部

産
業
振
興
課

2 ・京田辺市観光協
会の見直し

・京田辺市観光協会が平成10年に
設立されたが任意組織であり、事務
局機能の大半を市が担っている状
況にある。同協会の法人化（社団法
人）と事務局機能の移管を進める。

一部実施

平成22年度取り組み実績

進捗状況

建
設
部

施
設
管
理
課

1 ・（財）京田辺市都
市緑化協会の見
直し

・（財）京田辺市都市緑化協会につ
いて、今後の役割を明確にし、運営
方法の見直し等を検討する。

一部実施

平成22年度取り組み実績

所管 実行プログラム
区分

具体的な取り組み

小項目 01 簡素でわかりやすい組織

実行項目 02 外郭団体等の支援のあり方の見直し

新京田辺市行政改革大綱の項目

大項目 03 効率的な行財政運営

中項目 02 簡素で応答性の高い柔軟な組織
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・検討 ・検討 ・検討 ・検討

実績

・他団体の状況調査 ・他団体の状況調査 ・他団体の状況調査 ・広域化の検討 ・山城地域ビジネス
サポートセンターの
支援
・広域化の検討

行動
計画

・検討 ・検討 ・検討 ・モデル事業の実施 ー

実績

・検討 ・検討 － －

行動
計画

・検討 ・検討 ・検討 ・検討

実績

－ ・検討 ー ー ー

行動
計画

・検討、見直し ・検討、見直し ・実施

実績

・連絡体制の強化 ・連絡体制の確立
・育成強化

・各組織体制の確立
・防火防災活動の継
続強化

・防火防災活動の継
続強化

・自主防災組織の育
成指導
・災害訓練の強化

・商工会が山城地域ビジネスサポートセンター（広域連携協議会）事業を支援した。
・観光協会が、宇治・八幡との連絡会を設置し、広域観光について検討した。あわせて府振興局によるやま
しろ観光ネットワーク会議にも参画した。

・農協及び土地改良区は、京都府等の外部審査をうけている。農協も、支店運営協議会が設置されてい
る。
・外郭団体は補助団体であり、補助金審査が外部監査にあたると考える。京都府や市において毎年監査を
実施している。

・農協及び土地改良区は、京都府等の外部審査をうけている。農協も、支店運営協議会が設置されてい
る。
・外郭団体は補助団体であり、補助金審査が外部監査にあたると考える。京都府や市において毎年監査を
実施している。

・新たに設立した自主防災組織の育成指導強化と災害に適応した訓練等の指導強化に努めた。

区分

平成22年度取り組み実績

具体的な取り組み

・外郭団体での経
営管理マネジメン
ト体制の構築

・京田辺市危険物安全協会、京田辺
市自衛消防隊、京田辺市ＬＰガス保
安連絡協議会、京田辺市自主防災
組織を将来的に統合して、防火・防
災活動が円滑に推進できるよう組織
の強化に努める。 完了

平成22年度取り組み実績

進捗状況

消
防
本
部

予
防
課

6 ・京田辺市危険物
安全協会等の見
直し

所管 実行プログラム

完了

産
業
振
興
課
・
農
政
課

4 ・外郭団体での事
業評価制度の導
入

・外郭団体について、事業評価制度
導入を検討する。

完了

平成22年度取り組み実績

一部実施

経
済
環
境
部

産
業
振
興
課

3 ・京田辺市商工会
及び京田辺市観
光協会の広域化

平成22年度取り組み実績

・京田辺市商工会及び京田辺市観
光協会について、隣接する団体等と
の広域化を検討する。

・経営管理マネジメント体制を構築
するため、外部監査や経営委員会
の設置を検討する。

経
済
環
境
部

産
業
振
興
課
・
農
政
課

5

経
済
環
境
部
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・調査、研究 ・審査会、審議会と
の意見調整

・条例、関連規則等
の改正

・実施

実績

・資料収集 ・他団体調査 ・個人情報保護審議
会での意見調整

・統合に向け、委員
を同一にした。

・検討 ・検討

行動
計画

・女性委員の選任の
推進

実績

・女性委員の選任の
推進（登用率20％）

・女性委員の選任の
推進（登用率20％）

・審議会未開催 ・審議会未開催 ・審議会未開催

行動
計画

・委員会や審議会へ
の女性の登用率調
査の実施

・女性登用推進
・女性委員登用促進
要綱の制定の検討

実績

・調査の実施
登用率16.7％
（昨年比▲0.9％）

・調査の実施（登用
率15.3％）

・審議会等への女性
委員登用推進に向
けた指針を制定

・調査の実施 ・調査の実施
・女性委員登用推進
に向けた指針の周
知

・調査の実施
・部局別ヒアリング
実施

・法令の動向を見て検討した。

・審議会は、関係条例を議会に提案しようとするときに意見を聴くため、その都度委員を委嘱し、開催され
る。平成２２年度は、審議会は開催されなかった。

中項目 02 簡素で応答性の高い柔軟な組織

新京田辺市行政改革大綱の項目

大項目 03 効率的な行財政運営

・特別職報酬等審
議会の女性登用
の推進

職
員
課

・委員会や審議会への女性の登用
の推進を図る。

01 簡素でわかりやすい組織

区分
具体的な取り組み

2

進捗状況

実行項目 03 審議会等の見直し

所管 実行プログラム

総
務
部

総
務
室

1 ・公文書開示審査
会と個人情報保
護審議会の統合

・公文書開示審査会と個人情報保
護審議会の統合を進める。

小項目

一部実施

平成22年度取り組み実績

市
民
部

市
民
参
画
課

3 ・女性登用の推進

・京田辺市特別職報酬等審議会に
ついて、女性の登用が30％以上とな
るよう推進する。

一部実施

平成22年度取り組み実績

総
務
部

一部実施

平成22年度取り組み実績

・登用率についての調査を実施した。
・部局別にヒアリングを実施した。
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・協議会等の人数、
人選の見直し
・類似する協議会等
の整理、統合の検
討

実績

・同一委員による類
似協議会の設置

・統合に向けた検討

行動
計画

・女性委員の登用の
検討

実績

－ ・女性委員１名増 ・女性委員１名減 ・現状維持

行動
計画

・検討 ・社会教育委員と公
民館運営審議会の
統合

・図書館協議会を廃
止し、社会教育委員
へ統合

実績

ー ・社会教育委員と公
民館運営審議会の
統合

・現状維持（図書館
協議会）

・現状維持（図書館
協議会）

－ ー

・女性委員は２名となっている。

ー

経
済
環
境
部

一部実施

平成22年度取り組み実績

教
育
部

社
会
教
育
課

6

・女性登用の推進

実行プログラム
区分

具体的な取り組み

・京田辺市農業振興協議会における
女性委員の登用を検討する。

4

農
政
課

5

・重複する類似審
議会等の整理、
統合及び人数の
見直し

平成22年度取り組み実績

・京田辺市社会教育委員と公民館
運営審議会を統合し社会教育委員
として運用
・京田辺市図書館協議会を廃止し、
社会教育委員へ統合することによ
り、委員の整理、事務の簡素化と経
費の節減を図る。

所管

経
済
環
境
部

農
政
課

進捗状況

平成22年度取り組み実績

・農業関係の協議
会等の人数、人
選等の見直しと類
似する協議会等
の整理、統合

・農業関係の協議会等の人数、人選
等の見直しを進める。
・類似する協議会等の整理、統合を
検討する。

完了

・平成２３年度に統合できるように検討した。

完了
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・検証
・第1次見直し

・条例改正 ・実施
・市民委員の公募

実績

・体育指導委員の人
選の見直し

・体育指導委員の人
選の見直し

・スポーツ振興審議
会委員の人選の見
直し

・体育指導委員の人
選の見直し

ー

行動
計画

・検討 ・関係例規の改正 ・実施

実績

・条例改正 － － － － －

ー

ー

消
防
本
部

消
防
署

8 ・水防協議会等の
見直し

教
育
部

社
会
体
育
課

7 ・スポーツ振興審
議会、体育指導
委員の見直し

・京田辺市スポーツ振興審議会、体
育指導委員の定員、人選の見直し
を行う。
・京田辺市スポーツ振興審議会委員
について、一般市民からの登用を検
討する。 一部実施

進捗状況

平成22年度取り組み実績

・京田辺市水防協議会等類似する
協議会等の整理、統合を図り、女性
委員の登用を含めた委員の見直し
を進める。

その他

所管 実行プログラム
区分

具体的な取り組み

平成22年度取り組み実績

- 71 -



京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・現行の業務の見直
し

・民間委託等の調
査、研究

・基準等の策定
・行動計画の策定

・実施

実績

・現行の委託業務の
見直しに向けた民間
委託等の推進に向
けた取り組みの方向
性の策定

・近隣及び先進自治
体の調査、検討

・自己診断の実施 ー ー ー

行動
計画

・現状の調査、検討
・管理の基本的な考
え方の検討

・管理の基本的な考
え方の整理

実績

・自転車の整理等を
シルバー人材セン
ターへ委託

・可能な施設につい
て有料化の検討

・無料駐輪場管理規
約検討

ー ・三山木駅周辺の駐
輪場の整備

ー

・（財）駐輪場整備センターにより、三山木駅周辺に自転車駐車場を整備した。

安
心
ま
ち
づ
く
り
室

2 ・市内無料駐輪場
の管理に関する
基本的な考え方
の整理

・市内無料駐輪場の管理に関する
基本的な考え方の整理を行う。

平成22年度取り組み実績

所管 実行プログラム
区分

具体的な取り組み
進捗状況

総
務
部

企
画
管
理
課

1 ・民間委託に関す
る基本方針及び
事務事業の見直
し基準の策定

・民間が行った方が効率的、効果的
に執行できる事務事業や市民サー
ビスの向上に繋がるものは民間に
任せることを基本に、基本方針を定
め民間委託を推進する。また、事務
事業の見直し基準をあわせて策定
し、行政の守備範囲の見直しを進
め、行政資源の重点配分を行う。

中項目 03 民間委託の推進

小項目 01 民間委託等の推進

実行項目 01 基本的な考え方の整理と民間委託等の推進

大項目 03 効率的な行財政運営

新京田辺市行政改革大綱の項目

完了

平成22年度取り組み実績

その他
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・電話交換業務の完
全派遣職員化

実績

・方針決定 ・電話交換業務の完
全派遣職員化

・派遣業務の長期継
続契約締結

・派遣職員による電
話交換業務の継続

行動
計画

・宿日直事務の方針
検討

・宿日直事務の方針
検討

・業務委託の実施

実績

・他市町村の資料収
集

・他市町村の資料収
集

・他市町村の資料収
集

ー ー

行動
計画

・検討 ・他市町村の導入事
例調査

・検証 ・システムの構築 ・実施

実績

・検討 ・他市町村の導入事
例調査

・検討 ・動向調査 ー ー

行動
計画

・見直し検討 ・一部事業を民間に
委託

実績

・一部事業の民間委
託を検討

・通所型介護予防事
業を委託

・通所型介護予防事
業等を委託

・派遣職員による電話交換業務を継続した。

ー

・介護予防教室について地域支援
事業へ移行する。

・職員がＤＴＰにより作成している広
報紙について、広報のスタイルを検
証し、外部委託も視野に入れた総合
的な見直しを行う。

その他

平成22年度取り組み実績

完了

保
健
福
祉
部

健
康
衛
生
課

6 ・介護予防教室の
委託

平成22年度取り組み実績

ー

総
務
部

管
財
情
報
課

4 ・宿日直業務の委
託

市
長
公
室

5 ・広報紙作成業務
の外部委託の検
討

・現在、臨時職員で対応している宿
日直員について、業務委託を進め
る。（市民課の時間外交付窓口との
調整必要）

その他

進捗状況

・現在、嘱託職員及び派遣職員で対
応している電話交換業務について、
派遣職員による体制に移行する。

完了

平成22年度取り組み実績

平成22年度取り組み実績

所管 実行プログラム
区分

具体的な取り組み

総
務
部

管
財
情
報
課

3 ・電話交換業務の
委託
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・検討

実績

－ － 枯損木の補植 ・枯損木の補植 ・地元区、自治会と
の協議
・捕植樹種の変更

行動
計画

・課題事項の整理 ・関係団体等の調整 ・実施

実績

・組織作りの検討
・自治会との協議

・モデル事業の実施 ・モデル事業の実施 ・モデル事業の実施 ･モデル事業の実施

行動
計画

・ボランティアの養成 ・ボランティアの養成

実績

・協会の設立
・研修会の実施
・ボランティア活動の
実施

（継続実施） （継続実施）

行動
計画

・ボランティアの養成 ・ボランティアの養成

実績

・森林ボランティア団
体が解散

－ － － －

・緑化協会や地元関係団体に緑地管理を委託することにより、民化委託の推進を図った。

・地元区、自治会と協議しながら、補植樹種を管理費のかからないものに変更した。また、緑化協会への管
理委託により、民間委託の推進を図った。

ー

その他

・観光ボランティアの養成を行う。

・森林ボランティアの養成を行う。経
済
環
境
部

農
政
課

10 ・ボランティアの登
用

経
済
環
境
部

産
業
振
興
課

9 ・ボランティアの登
用

建
設
部

施
設
管
理
課

8 ・公園緑地管理の
見直し

・市民と協働で公園緑地の管理を行
う。

完了

平成22年度取り組み実績

建
設
部

施
設
管
理
課

7 ・市内道路街路樹
等維持管理業務
の見直し

・市内道路等における樹木の植え替
えについて、地元区、自治会と協議
しながら、補植の必要性、樹種を管
理費のかからないものに変更してい
く。

完了

平成22年度取り組み実績

所管 実行プログラム
区分

具体的な取り組み
進捗状況

完了

平成22年度取り組み実績

平成22年度取り組み実績
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・現状の調査、検討
・管理の基本的な考
え方の検討

・管理の基本的な考
え方の整理

実績

・現状の調査、検討 ・清掃等管理費用の
削減

・清掃業務委託仕様
の変更

行動
計画

・現状の調査、検討
・管理の基本的な考
え方の検討

・管理の基本的な考
え方の整理

実績

・現状の調査、検討 ・現状維持 ・現状維持 ・現状維持 ・現状維持

行動
計画

・ごみ収集民間委託
の検討

・ごみ収集民間委託
の検討

実績

・業者との協議 ・合特法に基づく業
者協議

・ごみ収集民間委託
の拡大

行動
計画

・施設管理及び処理
業務の民間委託の
検討

実績

・業者との協議
・緑泉園夜間・休日
業務の民間委託

・業者との協議 ・合特法に基づく業
者協議

・業者との協議

・現状維持にすることとした。

・業者と協議を行った。

・ごみ収集民間委託の拡大（1台）

経
済
環
境
部

・し尿処理業務等の民間委託を推進
する。

清
掃
衛
生
課

14 ・し尿処理業務等
の民間委託の推
進

一部実施

平成22年度取り組み実績

一部実施

平成22年度取り組み実績

実行プログラム

平成22年度取り組み実績

経
済
環
境
部

清
掃
衛
生
課

13 ・ごみ収集業務等
の民間委託の推
進

・ごみ収集業務等の民間委託を推
進する。

完了

平成22年度取り組み実績

所管

経
済
環
境
部

環
境
課

12 ・市営墓地の管理
に関する基本的
な考え方の整理

・市営墓地の管理に関する基本的な
考え方の整理を行う。

完了

区分
具体的な取り組み

進捗状況

保
健
福
祉
部

健
康
衛
生
課

11 ・公衆トイレの管
理に関する基本
的な考え方の整
理

・公衆トイレの管理に関する基本的
な考え方の整理を行う。
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・現状の検証と見直
し

・委託に向けた調査
・関係者の調整
・実施計画の策定

・年次的に業務委託
開始

実績

ー ・市PTA役員会で概
要説明

・委託に向けた調査 ・基本計画策定
・市ＰＴＡ連絡協議会
説明
・検討委員会の設置

・平成22年度実施校
(2校）業者選定及び
契約

・2校で民間委託実
施
・平成23年度実施校
の業者選定

行動
計画

・現状の検証
・第1次見直し
・関係者との調整

・業務の見直し
・行動計画の策定

・実施

実績

・現状の検証 ・業務の見直し
・行動計画の策定検
討

行動
計画

・現状の検証と見直
し
・実施向けた基準等
の作成

・実施

実績

・スポーツボランティ
ア養成講座への参
加

・スポーツボランティ
ア養成講座の開催

・検討 － －

－

行動
計画

・試行導入
・導入結果の検証

・本格導入

実績

・人材派遣の導入に
向けての研究

・投開票事務に人材
派遣を導入

・人材派遣の活用
・振替休日の導入

(継続実施）

・平成22年度は、学校給食調理業務の民間委託実施計画に基づいて2校（大住小学校、三山木小学校）を
民間委託した。
・平成23年度実施校（田辺東小学校、桃園小学校）の業者選定及び契約業務を行った。

平成22年度取り組み実績

選
挙
管
理
委
員
会
事
務
局

18 ・投開票事務等の
民間委託の推進

・投開票事務等への人材派遣の導
入を進める。

完了

平成22年度取り組み実績

教
育
部

社
会
体
育
課

17 ・ボランティアの登
用

各種事業の運営について、市民、学
生等の運営ボランティアの登用を検
討する。

一部実施

完了

平成22年度取り組み実績

所管

教
育
部

学
校
教
育
課

16 ・情報教育のシス
テム運用業務の
委託の推進

・情報教育のサポート及び運営管理
について、業務委託を推進する。

具体的な取り組み

教
育
部

進捗状況

学
校
教
育
課

15 ・学校給食業務の
民間委託の推進

・学校給食業務について、段階的に
民間委託を進める。

完了

平成22年度取り組み実績

実行プログラム
区分

- 76 -



京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

01

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・指定管理者導入の
ための指針の策定

・導入の検討 ・各施設での行動計
画の策定

・導入の推進

実績

・指定管理者導入の
ための指針の策定、
条例・規則等の制定

・導入検討会の実施
・モニタリング制度
の調査、研究

・指定管理者制度に
おけるモニタリング
ガイドの策定

・ヒアリングの実施 ー ・指定に向けた所定
様式の共通化

行動
計画

・調査、検討 ・指定管理者の選定
・指定管理者制度の
導入

実績

・調査、検討 ・指定管理者の選定
・指定管理者制度の
導入

・指定管理者の指定等に係る様式の共通化を図った。

安
心
ま
ち
づ
く
り
室

2 ・新田辺東自転車
駐車場での指定
管理者制度の導
入

完了

・新田辺東自転車駐車場について、
指定管理者制度の導入を行う。

進捗状況

・全ての公の施設について、指定管
理者制度の導入や民営化も含めた
検討を行い、制度の推進を図る。

完了

平成22年度取り組み実績

平成22年度取り組み実績

所管 実行プログラム
区分

具体的な取り組み

総
務
部

企
画
管
理
課

1 ・全ての公の施設
での指定管理者
制度の導入検
討、推進

中項目 03 民間委託の推進

小項目 02 公の施設の管理に係る民間委託の推進

実行項目 公の施設の管理に係る民間委託の推進と指定管理者制度の活用

新京田辺市行政改革大綱の項目

大項目 03 効率的な行財政運営
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・業務委託方針検討 ・業務委託方針検討 ・実施

実績

・業務委託の発注形
態及び現状の把握

・検討 ・検討 ・検討 ー

行動
計画

・現状の検証
・関係者の意向調査
・条例等の改正

・指定管理者の選定
・指定管理者制度の
導入

実績

・条例の整備
・議会へ資料提出

・指定管理者制度の
導入

行動
計画

・現状の検証
・関係者の意向把握

・実行計画の策定 ・条例の改正
・指定管理者の選定

・指定管理者制度の
導入

実績

・検討 ・検討 ・調査 ・再任用短時間勤
務・主査の任用

ー

－

その他

保
健
福
祉
部

高
齢
介
護
課

5 ・老人福祉セン
ター等での指定
管理者制度の導
入

平成22年度取り組み実績

・老人福祉センター、三山木老人い
こいの家の管理運営について、指定
管理者制度の導入を行う。

－

完了

その他

4 ・社会福祉セン
ターでの指定管
理者制度の導入

・社会福祉センターの管理運営につ
いて、指定管理者制度の導入を行
う。

保
健
福
祉
部

社
会
福
祉
課

平成22年度取り組み実績

区分
具体的な取り組み所管 実行プログラム

平成22年度取り組み実績

総
務
部

進捗状況

管
財
情
報
課

3 ・公の施設の維持
管理業務の集約
化と経費の削減

・公の施設における清掃業務等維持
管理業務について、隣接する施設を
一括して業務委託する方向で検討
する。
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・現状の検証
・条例改正

・関係者の意向把握
・田辺公園プールの
指定管理者の選定

・田辺公園プールの
指定管理者制度の
導入

・田辺中央体育館の
指定管理者の選定

・田辺中央体育館の
指定管理者制度の
導入

実績

・現状の検証
・条例改正

・指定管理者の選定
・協定書の締結

・田辺公園プールの
指定管理者制度の
導入

・田辺中央体育館指
定管理者導入会議

・田辺中央体育館指
定管理者導入会議

・指定管理者の導入

行動
計画

・運営グループの設
立

・市と共に循環型社
会形成事業の取組

・委託

実績

・運営団体の設立に
向け準備会を発足
・ブレイベントの開催

・運営団体の設立
・リサイクル教室の
開講

・運営団体の活動支
援

・運営団体の活動支
援

・運営団体の活動支
援

行動
計画

・調査、研究 ・民営化の検討

実績

－ ・検討 － － －

・指定管理制度を導入した。

・運営団体の活動を支援した。

・1小学校に1幼稚園という就学前教育の充実を進めてきた経過があり、現在の就園状況を見た場合、公立
幼稚園の必要性は高く、民営化の検討をする環境にはない。

・公立幼稚園について、将来展望と
して、民間運営の独自性を認めつ
つ、公立の民営化に向けた検討を
行う。

その他

平成22年度取り組み実績

教
育
部

・幼稚園の民営化
の検討
8

経
済
環
境
部

清
掃
衛
生
課

7 ・リサイクルプラザ
棟の運営管理の
委託

・リサイクルプラザ棟の運営及び各3
Ｒ推進事業等について、市民で構成
される運営グループに委託する。

完了

平成22年度取り組み実績

区分
具体的な取り組み

進捗状況

教
育
部

社
会
体
育
課

6 ・有料運動公園で
の指定管理者制
度の導入

・田辺公園プールの管理運営につい
て、指定管理者制度の導入を行う。
（平成19年度）
・田辺中央体育館の管理運営につ
いて、指定管理者制度の導入を行
う。（平成22年度）

完了

平成22年度取り組み実績

所管 実行プログラム

学
校
教
育
課
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・現状の分析 ・関係者の意向調査
・行動計画の策定

・条例改正 ・指定管理者の選定 ・指定管理者制度の
導入

実績

－ ・検討会議の実施 － ・検討会議の実施 ー ・検討会議の実施

行動
計画

・現状の分析 ・関係者の意向調査
・行動計画の策定

・条例改正 ・指定管理者の選定 ・指定管理者制度の
導入

実績

－ ・検討会議の実施 － ・施設間協議 ー ・検討会議の実施

行動
計画

・検討 ・行動計画の策定

実績

・調査、研究 ・調査、研究 ・調査、研究 ・調査研究 ・導入の検討

・図書館協議会で協議を進めたが、導入の弊害等が危惧され、「制度の導入は時期尚早である」とする内
容の意見具申が出された。

・検討は行うものの結論が得られず、今後も引き続き検討を行うことを確認した。

・検討は行うものの結論が得られず、今後も引き続き検討を行うことを確認した。

教
育
部

社
会
教
育
課

11 ・中央図書館の民
間委託について
の行動計画の策
定

教
育
部

社
会
教
育
課

その他

平成22年度取り組み実績

区分
具体的な取り組み

・中央図書館の管理運営について、
指定管理者制度の導入や民間委託
のための行動計画を策定する。

10 ・住民センターで
の指定管理者の
導入

・住民センターの管理運営につい
て、指定管理者制度の導入を行う。

その他

平成22年度取り組み実績

教
育
部

社
会
教
育
課

9 ・中央公民館での
指定管理者制度
の導入

・中央公民館の管理運営について、
指定管理者制度の導入を行う。

その他

平成22年度取り組み実績

所管 実行プログラム
進捗状況
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・現状の分析
・第1次見直し

・関係者の意向把
握、調整

・行動計画の策定

実績

・他同施設の資料収
集
・勉強会の実施

・他同施設の資料収
集

－ ー ー

行動
計画

・現状の分析
・第1次見直し

・関係者の意向把
握、調整

・行動計画の策定

実績

・他同施設の資料収
集

・関係者と意見調整 ・導入に向けた準備 ・導入に向けた準備 ・指定管理者の導入

－

・指定管理制度を導入した。

教
育
部

中央体育館の指
定管理者制度の
導入

平成22年度取り組み実績

進捗状況
具体的な取り組み

完了

所管 実行プログラム
区分

・中央体育館の管理運営について
指定管理者制度の導入を行う。

・野外活動センターの管理運営につ
いて、指定管理者制度の導入を行
う。

その他

平成22年度取り組み実績

教
育
部

社
会
体
育
課

12 ・野外活動セン
ターでの指定管
理者制度の導入

社
会
体
育
課

13
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・現状の検証
・関係者の意向把
握、調整

・条例改正 ・施設の廃止

実績

・現状の検証
・関係者の意向把
握、調整

・廃止の決定
・関係者の状況調
査、対応協議

・施設の廃止

行動
計画

・現状の検証
・関係者の意向把
握、調整

・検討 ・検討 ・条例改正
・施設の廃止

実績

・検討 ・検討 ・検討 ・検討 ・施設の廃止
・施設の解体
・条例の廃止

平成22年度取り組み実績

平成22年度取り組み実績

・老朽化した福祉センターを廃止す
る。

完了

保
健
福
祉
部

社
会
福
祉
課

市
民
部

2 ・福祉センターの
廃止

新京田辺市行政改革大綱の項目

中項目 03 民間委託の推進

実行項目 02 施設の整理の検討

完了

進捗状況
所管 実行プログラム

区分

小項目 02 公の施設の管理に係る民間委託の推進

人
権
啓
発
推
進
課

1 ・三山木共同浴場
の廃止

・三山木共同浴場を廃止する。

大項目 03 効率的な行財政運営

具体的な取り組み
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・計画の策定

実績

・計画の策定 ・財政健全化計画の
策定

進捗状況

総
務
部

企
画
管
理
課

1 ・財政健全化計画
の策定

・財政健全化計画を策定する。

完了

平成22年度取り組み実績

所管 具体的な取り組み

大項目 03 効率的な行財政運営

中項目 04 財政の健全化

実行プログラム
区分

小項目 01 財政健全化計画の策定

実行項目 01 財政健全化計画の策定

新京田辺市行政改革大綱の項目
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・検討 ・現行取扱いの検証
・新たな体系化の検
討

・現行取扱いの検証
・新たな体系化の検
討

・条例、内部規定の
改正
・実施

実績

・経費節減 ・新たな体系化検討
・経費削減、一部記
念品廃止

・表彰制度見直し素
案作成

・実態把握 ・表彰条例の一部改
正

・公職台帳の整理

行動
計画

・内部規定の検証、
検討、整備

・内部規定の検証、
検討、整備

・関係部局との協議 ・実施

実績

・経費節減 ・内部規定の検証、
検討、整備
・経費節減

・見直し素案の作成 ・見直し素案の作成 ー ー

－

一部実施

平成22年度取り組み実績

・公職台帳を整理した。（被表彰候補者の整理）

市
長
公
室

2 ・市長交際費の削
減

・慶事の内部規定化、弔事の内部規
定の見直しを進める。
・他の部局交際費と均衡及び重複
的な執行の整理を進める。

完了

平成22年度取り組み実績

小項目 01 財政健全化計画の策定

実行項目 02 歳出の削減、見直し

市
長
公
室

1 ・各種表彰、感謝
状贈呈と記念品
等の見直し

・各種表彰、感謝状贈呈に係る関係
条例、内部規定及び記念品等の見
直しを進める。
・市民の叙勲、他機関等による表彰
受賞に係る対応の見直しを進める。

新京田辺市行政改革大綱の項目

大項目 03 効率的な行財政運営

中項目 04 財政の健全化

進捗状況
所管

区分
具体的な取り組み実行プログラム
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・実施

実績

・庁内での簡易印刷
の実施及び庁内ＬＡ
Ｎ活用による印刷部
数の削減

・庁内での簡易印刷
の実施及び庁内ＬＡ
Ｎ活用による印刷部
数の削減

・市ホームページ及
び庁内LANでの配
信による印刷部数
の削減

行動
計画

・補助要綱の改正 ・実施

実績

ー ・補助要綱の改正
・補助金の5％削減

行動
計画

・一元化に向けた見
直し

・実施

実績

・見直し方針の決定 ・公用車の一元管理
の実施

・公用車稼働率の算
出

・公用車稼働率の算
出

・公用車稼働率の算
出

ー

－

完了

平成22年度取り組み実績

所管

総
務
部

管
財
情
報
課

5 ・公用車の一元管
理、削減

各所属別に管理している公用車を
一元管理方法に改め、台数の削
減、利用効率の向上を図る。

具体的な取り組み

・毎年配付している施政方針の冊子
の印刷について、印刷部数の削減、
簡易印刷等を進め、経費の節減に
努める。

進捗状況

安
心
ま
ち
づ
く
り
室

4 ・自主防災組織設
置補助金の見直
し

・自主防災組織設置補助金の見直
しを行う。

完了

平成22年度取り組み実績

完了

平成22年度取り組み実績

市
長
公
室

3 ・施政方針冊子の
印刷の見直し

実行プログラム
区分
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・物品管理体制の見
直し

・実施

実績

・現状の把握と問題
提起

・情報交換
・適正な購入方法検
討

・検討 ・検討 ・単価契約による調
達方法の試験導入

行動
計画

・入札方法の検討 ・電子入札システム
導入の検討

・新たな入札システ
ムの実施

実績

・資料収集 ・調査 ・建設部導入システ
ムの調査研究

・見直し ・情報収集

行動
計画

・業務委託方針の検
討

・業務委託方針の検
討

・実施

実績

・業務委託の発注形
態及び現状の把握

・検討 ・検討 ・検討 －

行動
計画

・現状の検証
・第1次見直し

・第2次見直し

実績

・開催時に満足度調
査の実施

・開催回数3回（最大
年4回の開催に限
定）
・ポスター及びプロ
グラム原稿の出演
者による作成

－

・一部消耗品について単価契約による調達方法を試験導入した。

・入札参加資格審査時において、同システム導入後の運用に向けた情報の収集を行った。

完了

平成22年度取り組み実績

総
務
部

管
財
情
報
課

7 ・入札契約制度の
改革推進

・施設における清掃業務等につい
て、隣接する施設を一括して業務委
託する方向で検討する。

総
務
部

管
財
情
報
課

・市民ふれあいロビーコンサートの
開催方法、開催回数について見直し
を行う。

その他

平成22年度取り組み実績

8 ・施設管理業務の
一括契約による
経費の節減

9 ・市民ふれあいロ
ビーコンサートの
見直し

一部実施

進捗状況

・電子入札システムの導入を図る。

その他

平成22年度取り組み実績

・消耗品の削減及
び一元化

平成22年度取り組み実績

総
務
部

管
財
情
報
課

6 ・物品の管理体制を見直し、発注か
ら廃棄までのサイクルを一元的に管
理できる体制の整備を図る。

総
務
部

企
画
管
理
課

所管 実行プログラム
区分

具体的な取り組み
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・事業の手法の検
討、見直し

・実施

実績

・講演会を市単独主
催とし、ふれあい夢
フェスタを実行委員
会の自主的な運営
を推進

（継続実施） （継続実施） （継続実施） （継続実施）

行動
計画

・現状の検証
・データベース構築

・データベース構築 ・制度の見直し、検
討
・規則改正

・新たな制度による
運用

実績

・検討 ・督促状交付 ・検討 ・検討 ・検討 ・検討

行動
計画

・現状の検証
・データベース構築
・要綱改正

・関係者との協議
・既存貸付金の整理

・関係者との協議
・既存貸付金の整理

・全面委託の実施

実績

・検討 ・督促状交付 ・契約内容変更、一
部委託

・検討 ・検討 ・検討

・継続実施した。

・くらしの資金貸付制度と併せて、新たな制度の見直しを行う。

・生活更生資金貸付制度と併せて、新たな貸付制度の見直しを行う。

市
民
参
画
課

・生活更生資金貸
付制度の見直し

・基金運用している生活更生資金に
ついて、未償還分の整理を行うとと
もに制度の見直しを行う。

一部実施

保
健
福
祉
部

社
会
福
祉
課

11

平成22年度取り組み実績

保
健
福
祉
部

社
会
福
祉
課

12 ・くらしの資金貸
付制度の見直し

・くらしの資金貸付制度について、市
社会福祉協議会への全面委託を推
進する。

一部実施

平成22年度取り組み実績

所管

完了

進捗状況

平成22年度取り組み実績

区分
具体的な取り組み実行プログラム

10 ・京たなべ男女共
同参画週間事業
の見直し

・京たなべ男女共同参画週間事業
について、実行委員会の自主的な
企画・運営を推進する。

市
民
部
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・検討 ・検討
・記念品（70歳以上）
の廃止の方向で検
討

・実施

実績

・検討 ・検討 ・検討 ・検討 ー

行動
計画

・コストの縮減、低減 ・コストの縮減、低減 ・コストの縮減、低減 ・コストの縮減、低減

実績

・コストの縮減、低減 （継続実施）

行動
計画

・現状の分析
・関係者の意向把握
等

・見直し ・条例改正等 ・実施

実績

・現状の分析
・記念植樹祭の開催

ー ー ー ・植樹場所の検討

行動
計画

・実施

実績

・見直しを部内所属
に指示

（継続実施）

－

・植樹場所の検討を行った。

平成22年度取り組み実績

一部実施

・記念植樹祭の開催について、見直
しを行う。

施
設
管
理
課

15 ・記念植樹祭の見
直し

平成22年度取り組み実績

進捗状況

経
済
環
境
部

経
済
環
境
政
策
推
進
室

16 ・イベント、催しの
見直し

所管

・類似するイベントや催しを共同で開
催するなど、回数の減少に努めると
ともに、ボランティア等との協働によ
り経費節減を図る。

完了

建
設
部

建
設
部

建
設
政
策
推
進
室

14 ・公共工事コスト
縮減の推進

・公共工事のコスト縮減対策として
推進する施策等を定め、コスト削減
を推進する。

完了

平成22年度取り組み実績

その他

平成22年度取り組み実績

区分
具体的な取り組み

保
健
福
祉
部

高
齢
介
護
課

13 ・敬老会の見直し

実行プログラム

・70歳以上の記念品の配付を終了
し、共催団体である市社会福祉協議
会と協議の上、規模を縮小すること
を検討する。
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・実施

実績

・冊子のデータベー
ス化

・農地バンクのホー
ムページ掲載

・システム定着 ・システムの定着 ・システムの定着

行動
計画

・現状の検討 ・啓発の実施

実績

・エコオフィスの推進
・職員の帰宅促進と
電気の消灯
・アイドリングストッ
プの啓発

・エコオフィスの推進
・職員の帰宅促進と
電気の消灯
・アイドリングストッ
プの啓発

・エコオフィス活動の
実施
・環境マネジメントシ
ステム（ＫＥＳ）導
入、認証取得

・エコオフィス活動の
実施
・環境マネジメントシ
ステム（ＫＥＳ）認証
取得範囲拡大

・エコオフィス活動の
実施、ステップアップ

行動
計画

・現状の検討
・集約化に向けた調
査

・関係者等の意向把
握、調整

・実施

実績

・現状の検討 ・現状維持 ・現状維持 ・再検討の上、現状
維持

・環境マネジメントシステム（ＫＥＳ）・ステップ２へ移行し、エコオフィス化を進めた。

・農業振興地域農用地地番台帳のデータベース化を進め、検索の効率化を図った。
・印刷物を廃して、農地バンクは、ホームページに掲載した。

具体的な取り組み

健
康
衛
生
課

19保
健
福
祉
部

・施設管理業務委
託の一括契約に
よる経費の節減

・市内公衆トイレ、市営墓地の維持
管理業務を集約し、一括契約するこ
とにより経費の節減を図る。

経
済
環
境
部

環
境
課

18 ・環境に配慮した
業務の推進

・職員に対し、地球温暖化防止の観
点を取り入れ、業務の推進を図る。

完了

平成22年度取り組み実績

完了

平成22年度取り組み実績

完了

・印刷物の廃止と
データベース化

実行プログラム
区分 進捗状況

・冊子等の印刷物を廃止して、デー
タベース化を図る。

所管

平成22年度取り組み実績

経
済
環
境
部

農
政
課

17
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・調整、検討 ・調整、検討

実績

・検討 ・調整、検討 ・検討 ー ・一括契約の検討

行動
計画

・交際費の各学校配
分額の削減

・近隣市町村の実態
調査
・規定の見直し

実績

・配分額の削減 － ・配分予算の取りや
め

小学校の交際費を
削減

行動
計画

・補習学習計画の分
析
・他市町の調査
・各学校での取組状
況調査

・関係団体との調整
・保護者等の意見聴
取

・校内補習学習の内
容、方法等の検討

実績

・補習学習の実施 ・補習学習の実施
・校内補習の実施検
討

－ ・中学校と協議 ・中学校と協議

行動
計画

・検討 ・関係課との協議
・保護者説明

・バスの統合運行

実績

・関係課による検討
会議の開催

・検討 ・検討 ・通学方法の方針化
（通学バス廃止）を
図り、地元・保護者
説明会を実施

・方針の決定

・これまでに幼稚園の機械警備業務は長期契約とした。他の業務については検討してきたが、安全の確
保、現状熟知の視点から、設置業者や現場熟知の業者によることを優先すべきと考えるため、さらに実施
することは困難と判断した。

・小学校では参加者も多く特に課題はないが、中学校では参加者が少なく補習学習の時間や場所等その
方法について検討する必要があった為、中学校と協議を行った。

・市の新バス体系の整備が図られる中で、通学バスのあり方について教育委員会で検討され、通学方法を
路線バスに変更することの方針化を図った。

完了

平成22年度取り組み実績

22 ・講師謝礼等報償
費の見直し

・南山学園における放課後の補習学
習にかえて、校内補習学習を検討
する。

一部実施

平成22年度取り組み実績

23 ・通学バスの見直
し

・通学バスについて、やまばと号や
老人福祉センター巡回バスとの統合
も含めて、協議、検討を進める。

学
校
教
育
課

教
育
部

学
校
教
育
課

具体的な取り組み

教
育
部

学
校
教
育
課

21 ・校長交際費の削
減

・学校長の交際費の削減について、
検討を行う。

一部実施

平成22年度取り組み実績

実行プログラム

・小、中学校の消防設備、昇降機、
電気設備点検等の業務を集約化
し、一括契約することにより経費の
節減を図る。

所管

・施設管理業務委
託の一括契約に
よる経費の節減

教
育
部

教
育
総
務
室

20

教
育
部

進捗状況

完了

平成22年度取り組み実績

区分
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・教職員への省エネ
意識の徹底
・省エネ器具の調査

・省エネ器具の利用
の検討、設置

実績

・各学校・幼稚園へ
光熱水費の通知の
実施
・削減目標の設定

・各学校・幼稚園へ
光熱水費の通知の
実施
・削減目標の設定（2
校が達成）

・削減目標の設定 ・節減の徹底 ・節減の徹底

行動
計画

・作成計画、検討
・内容の整理

・学びの情報誌の電
子化

・ホームページの掲
載

実績

・印刷仕様書の見直
し

・学びの情報誌のカ
レンダー部分をホー
ムページに掲載

・ホームページの掲
載

行動
計画

・現状の分析
・1次見直し

・関係部署との調整 ・実施

実績

ー ・検討会議の実施
・調査及び検査業務
委託を一括入札

・建築設備定期検査
業務を一括委託

・建築設備定期検査
報告を一括委託

行動
計画

・各イベント、催しに
係る評価資料の作
成

・見直し会議の開催 ・実施

実績

・各イベント、催しに
係る評価項目の検
討

・行政評価改善シー
トを合わせた課内評
価会議の開催

・課内評価会議の開
催

・体育協会へ委託 －

・小・中学校、幼稚園への予算説明会で節減に努めるよう指示した。

－

進捗状況

社
会
体
育
課

所管 実行プログラム 具体的な取り組み

平成22年度取り組み実績

・学びの情報誌の
データベース化

教
育
部

27 ・イベント、催しの
見直し

・社会体育関係事業について、第三
者会議による見直しを行うとともに、
廃止を含めた改善を実施する。

一部実施

平成22年度取り組み実績

教
育
部

社
会
教
育
課

25

教
育
部

社
会
教
育
課

26

・公共施設におけ
る省エネ徹底と光
熱水費の節減

・小、中学校、幼稚園における光熱
水費の節減に努める。

完了

・生涯学習だより「学びの情報誌」の
データベース化を図り、市教育委員
会のホームページに掲載する。

完了

完了

・施設管理業務委
託の一括契約に
よる経費の節減

・社会教育施設間で共通する施設
管理業務を一括契約するため見直
しを行う。

平成22年度取り組み実績

平成22年度取り組み実績

教
育
部

学
校
教
育
課

24

区分
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・検証
・第1次見直し

・基本方針の作成 ・実施

実績

・見直しに向けた資
料作成

・各団体との意見調
整

・見直しの実施

行動
計画

・検討 ・削減計画の策定 ・実施

実績

－ － ・予算統合 ・実施

行動
計画

・関係施設との調整
・実施

実績

・一括契約の検討 ・現状維持 － － －

行動
計画

・検討会議の開催 ・支出基準の策定 ・実施

実績

・事業内容等の検
討、見直し

・府民総体出場経費
補助の削減

・補助金の削減 ・委託事業 －

－

教
育
部

その他

平成22年度取り組み実績

一部実施

平成22年度取り組み実績

・補助金を支出している社会体育関
係事業、団体について、見直しを行
う。

－

教
育
部

社
会
体
育
課

30 ・施設管理業務委
託の一括契約に
よる経費の節減

・社会体育関係の各施設で行ってい
る施設管理業務委託について、集
約化を図り、一括契約を進める。

教
育
部

・各種記念品、祝
品等の見直し

・社会体育関係の各大会の記念品、
参加賞を廃止する方向で検討する。

完了

平成22年度取り組み実績

社
会
体
育
課

29 ・事務経費削減計
画の策定

・人件費以外の事務経費の削減計
画を策定し、職員の問題意識の高
揚を図る。

所管 実行プログラム
区分

具体的な取り組み
進捗状況

社
会
体
育
課

31 ・補助金等助成事
業の見直し

平成22年度取り組み実績

教
育
部

社
会
体
育
課

28

完了
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・検証、見直し ・実施

実績

・市長査閲記念品の
廃止
・出初式記念品の一
部廃止

・出初式記念品の廃
止

行動
計画

・市役所との一括契
約の検討

・実施

実績

－ ・玄関マットを賃貸
契約を解除

・寝具を長期契約に
変更

・庁舎清掃を長期契
約に変更

行動
計画

・廃止

実績

－ ・廃止

行動
計画

・実施

実績

－ ・管外視察研修の見
直し

平成22年度取り組み実績

固
定
資
産
評
価
審
査
委
員
会

事
務
局

35 ・管外視察研修の
見直し

・固定資産評価審査委員会の管外
視察研修について、毎年実施してい
るものを任期中において2回（初年
度、次年度）の実施とし、経費の節
減を図る。

完了

平成22年度取り組み実績

監
査
委
員
事
務
局

34 ・交際費の削減検
討

・監査委員等に対する行政委員会
交際費を廃止する。

完了

完了

平成22年度取り組み実績

所管

消
防
本
部

消
防
総
務
課

33 ・施設管理業務委
託の一括契約に
よる経費の節減

・消防庁舎等における施設管理業務
について、見直しを進める。

具体的な取り組み

消
防
本
部

消
防
総
務
課

32 ・各種記念品の見
直し

・消防関係の式典等におけ記念品
の見直しを行う。

完了

平成22年度取り組み実績

実行プログラム
区分 進捗状況
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・検討 ・検討 ・実施

実績

・基金の債券運用の
検討

・基金の債券運用の
実施

・基金の債券運用の
実施

・基金の債券運用の
実施

・基金の債券運用の
実施

行動
計画

・基準の策定 ・基準に基づく繰出
金の見直し

実績

・基準の策定に向け
た検討

・基準の策定に向け
た検討

・基準の策定に向け
た検討

・基準の策定に向け
た検討

ー

・法律、内かん等を踏まえて、特別
会計繰出基準を作成し、支出する。

その他

平成22年度取り組み実績

総
務
部

企
画
管
理
課

2 ・特別会計繰出基
準の見直し

－

進捗状況

総
務
部

総
務
室

1 ・松井財産区特別
会計の健全化

・松井財産区特別会計の健全化を
図るため、歳出を抑制し、予算の有
効活用を行うとともに、ペイオフ対策
を進める。

完了

平成22年度取り組み実績

所管

中項目 04 財政の健全化

実行プログラム
区分

具体的な取り組み

小項目 01 財政健全化計画の策定

実行項目 03 特別会計の健全化

新京田辺市行政改革大綱の項目

大項目 03 効率的な行財政運営
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・適正化の取組強化

実績

・レセプト点検再審
査請求（2,192件）、
重複・頻回受診者訪
問指導等の実施、
医療費通知の発送
（年6回）、広報掲載

・広域連合の設立
・レセプト点検の実
施
・制度の広報の実施
・重複、頻回受診者
に対する訪問指導
の実施

・レセプト点検の実
施
・多受診者に対する
訪問指導の実施
・医療費通知の発送
・広報活動

・平成１９年度で制
度終了

行動
計画

・健全化の取組強化

実績

・督促、催告書の発
送、電話による督促
の実施、介護分税
率改定の検討、レセ
プト点検再審査請求
（5,690件）、医療費
通知の送付（年6
回）、口座振替の推
進、広報掲載

・介護分税率の改正
・レセプト点検
・医療費通知の送付
（年6回）
・短期保険証の発行
・窓口での納税相談
・制度についての広
報
・口座振替の推進

・レセプト点検の実
施
・医療費通知の送付
（年6回）
・短期保険証の発行
・窓口での納税相談
の実施
・制度についての広
報の実施
・口座振替の推進
・特定健康診査等
実施計画の作成検
討

・レセプト点検
・医療費通知の送付
（年６回）
・短期保険証の発行
・窓口での納税相談
の実施
・制度についての広
報の実施
・口座振替の推進
・特定健康診査等実
施
・国民健康保険税の
改定

・レセプト点検
・医療費通知の送付
（年６回）
・短期保険証の発行
・窓口での納税相談
の実施
・制度についての広
報の実施
・口座振替の推進
・特定健康診査等実
施
・国民健康保険税の
改定

・レセプト点検
・医療費通知の送付
（年６回）
・短期保険証の発行
・窓口での納税相談
の実施
・制度についての広
報の実施
・口座振替の推進
・特定健康診査等実
施
・国民健康保険税の
改定

・レセプト点検を実施した。
・医療費通知を送付した。（年６回）
・短期保険証を発行した。
・窓口での納税相談を行った。
・制度についての広報を行った。
・口座振替を推進した。
・特定健康診査等を実施した。
・国民健康保険税の改定を行った。

・国民健康保険税の改定、収納率の
向上（資格証、短期証の発行、電話
による督促、催告、口座振替の促
進）、医療費（レセプト点検、医療費
通知）の抑制等を進め、健全化を図
る。

市
民
部

国
保
医
療
課

4 ・国民健康保険事
業特別会計の健
全化

完了

平成22年度取り組み実績

完了

平成22年度取り組み実績

所管 実行プログラム
区分

具体的な取り組み
進捗状況

市
民
部

国
保
医
療
課

3 ・老人保健特別会
計の健全化

・老人保健特別会計の健全化に向
け、医療費抑制に努める。（レセプト
点検の実施、重複・頻回受診者に対
する訪問指導、第三者行為への求
償、老人医療費の広報）
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・適正化の取組強化

実績

・「介護サービス質
問票」に対する回答
・電話、戸別訪問に
よる滞納整理

（継続実施） （継続実施） （継続実施）

行動
計画

・経営健全化計画の
策定

・使用料の改定

実績

・資産評価
・個別訪問による水
洗化促進

・資産評価
・個別訪問による水
洗化促進

・個別訪問による水
洗化促進

・個別訪問による水
洗化促進

・個別訪問による水
洗化促進

・水洗化促進のため、個別訪問を行った。

水
道
部

下
水
道
課

6 ・下水道事業特別
会計の健全化

所管 実行プログラム

平成22年度取り組み実績

保
健
福
祉
部

高
齢
介
護
課

5 ・介護給付適正化の取り組みの強
化と介護保険料収納率の向上（未
納者への収納強化）により、健全化
を図る。

・介護保険特別会
計の健全化

・財政健全化計画の策定（見直し）
により適正な使用料の設定を行い、
経営健全化を図る。
・水洗化の向上を進める。

一部実施

平成22年度取り組み実績

進捗状況

完了

区分
具体的な取り組み
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・計画の策定

実績

・現年度府市民税、
固定資産税の収納
率向上0.11％～
0.19％

・臨戸訪問の実施
（現年度分の収納率
0.28％向上）

・口座振替推進
・滞納整理組合との
連携強化

・口座振替推進
・京都府との税業務
共同化に向けた電
算システム改修

・口座振替推進
・京都地方税機構と
の滞納データのシス
テム連携テスト実施

行動
計画

・実施

実績

・現年度府市民税、
固定資産税の収納
率向上0.11％～
0.19％

・臨戸訪問の実施
（現年度分の収納率
0.28％向上）

・口座振替推進
・滞納整理組合との
連携強化

・口座振替推進
・京都府との税業務
共同化に向けた電
算システム改修

・口座振替推進
・京都地方税機構と
の滞納データのシス
テム連携テスト実施

・口座振替推進
・京都地方税機構と
の滞納データの連
携実施

・口座振替を推進した。
・平成２２年度からコンビニ収納を行えるようにした。
・広域連合「京都地方税機構」における共同徴収支援システムとデータ連携できるようにした。

市
民
部

税
務
課

2 ・収納率の向上 ・滞納整理の徹底
・強制的処分の徹底
・徴収体制の強化
・口座振替の推進
・税務署、京都府との連携による徴
収体制の強化
・行政サービスの制限
・コンビニ収納の検討
・納税意識の向上

平成22年度取り組み実績

市
民
部

税
務
課

1 ・収納率向上計画
の策定

・市税等収納率向上対策推進本部
において現状分析し、今後の実施計
画等を作成し、収納対策室及び国
保医療課で収納率向上に向け取り
組みを行っているが、今後は中・長
期的な計画を盛り込んでいく。

完了

平成22年度取り組み実績

中項目 04 財政の健全化

実行プログラム
区分

具体的な取り組み

小項目 02 自主財源の確保

実行項目 01 収納率の向上

所管

大項目 03 効率的な行財政運営

進捗状況

完了

新京田辺市行政改革大綱の項目
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・法務局等での書面
調査

・現地調査 ・申告指導 ・申告の督促

実績

・申告書返送法人の
現地調査
・実態のない54法人
を法人台帳から削
除

・未申告法人の書面
調査

・書面調査に基づく
現地調査

･未申告法人の書面
調査
・現地調査

・未申告法人の書面
調査
・国税資料による更
正決定

・国税資料による更
正決定

行動
計画

・新地積での課税

実績

ー ー ー

行動
計画

・制度導入の研究、
検討

・実施（試行）

実績

・制度導入の研究、
検討

・現状維持 ー ー ー

・未申告法人について国税資料等により更正決定された。（８件）

・新旧の面積で課税しており、全市の地積調査完了時に新地積での課税を行うこととした。

ー

その他

保
健
福
祉
部

こ
ど
も
福
祉
課

・保育所保育料の
滞納縮減のため
の保証人制度等
の導入

平成22年度取り組み実績

市
民
部

税
務
課

4 ・地籍調査に基づ
く適正な課税の実
施

・地籍調査の成果に基づき、全市の
地積調査完了時に新地積での課税
を行う。

5 ・保育所の入所申請にあたっての必
要書類に保証人に関する書類を加
える、現年度の保育料の滞納を抑
止する。

進捗状況

市
民
部

税
務
課

3 ・課税客体の適正
把握のための取
り組みの強化

・法人市民税について、未申告、未
登録法人の調査を実施し、申告指
導を行う。

一部実施

平成22年度取り組み実績

実行プログラム
区分

所管 具体的な取り組み

その他

平成22年度取り組み実績
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・未納者への収納強
化

・特別徴収の複数回
化

実績

・電話、戸別訪問に
よる滞納整理強化
・特別徴収捕捉回数
の見直し

・電話、戸別訪問に
よる滞納整理強化

電話、戸別訪問によ
る滞納整理

・電話、戸別訪問に
よる滞納整理強化
・特別徴収捕捉回数
の見直し
・障害年金、遺族年
金等非課税年金か
ら特別徴収

行動
計画

・マニュアルの作成 ・取扱要領の設定 ・取扱要領の施行 ・実施

実績

・情報収集 ・滞納者に対して、
債務承認及び支払
計画書の提出を義
務付け
・滞納整理マニュア
ルの作成
･不能欠損の検討

・滞納整理マニュア
ルに基づく滞納整理

・滞納整理マニュア
ルに基づく滞納整理
・法的措置の検討

・電話督促の実施
・先進地の視察

行動
計画

・実施

実績

－ － － － ･徴収の強化

・経営管理室とともに、収納率の向上に向けて徴収の督促などを行った。

・嘱託職員の１名増員により、電話督促の回数を増やした。
・法的措置が進んでいる和歌山県田辺市を視察して今後の滞納事務の参考とした。

・下水道使用料の
収納率の向上

一部実施

平成22年度取り組み実績

完了

水
道
部

下
水
道
課

8

建
設
部

開
発
指
導
課

7

・水道事業管理者に徴収、収納業務
委託している中で、水道部管理職を
中心とした滞納金徴収班による徴収
率の向上を図る。

進捗状況

・市営住宅使用料
の徴収体制の強
化

・受益者負担の公平性から市営住
宅使用料の滞納者に対する徴収率
の向上のための施策の作成及び強
制退去制度の確立を図る。

一部実施

平成22年度取り組み実績

保
健
福
祉
部

高
齢
介
護
課

6 ・介護保険料未収
金対策の実施

・介護保険料の滞納対策について、
電話、個別訪問での督促、説明を強
化する。
・特別徴収対象者の捕捉の複数回
化を図る。
・障害年金、遺族年金等非課税年金
からの特別徴収を実施する。

平成22年度取り組み実績

所管 実行プログラム
区分

具体的な取り組み
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・現状の検証 ・金融機関との協議 ・ゆうちょ銀行と協議

実績

－ ・市内店舗が増加 ・金融機関との協議 ・金融機関との協議 ・収納代理金融機関
の増加

行動
計画

・金融機関との協議 ・金融機関との協議 ・金融機関との協議

実績

－ ・金融機関との協議 ・検討結果の取りま
とめ

ー

行動
計画

・現状の検証 ・制度の調査
・関係者等意向把
握、調査

・見直し ・条例改正 ・実施

実績

ー ・制度の調査
・関係者等意向把握

・検討 － ・追跡調査
・自宅訪問

・催告書送付
・自宅訪問
・誓約書の作成

ー

・ゆうちょ銀行を収納代理金融機関に指定した。

・催告書を送付し、また、自宅訪問を行なった。納付の意思確認と「未納幼稚園保育料の承認及び納付誓
約書」を提出を求めることとした。

教
育
部

学
校
教
育
課

11 ・幼稚園保育料の
滞納対策の実施

・幼稚園保育料の滞納者をなくすた
めに「納入確約同意書制度」を導入
する。

完了

平成22年度取り組み実績

完了

平成22年度取り組み実績

所管

出
納
室

10 ・口座振替の推進 ・市内に支店ない金融機関につい
て、口座振替を拡大できるか検討を
行う。

完了

平成22年度取り組み実績

実行プログラム
区分

具体的な取り組み
進捗状況

出
納
室

9 ・収納窓口の多様
化

・収納代理金融機関の増加を検討
する。
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・行政財産の管理手
続きの標準化検討

・行政財産の管理手
続きの標準化検討

・実施

実績

－ ・資料収集 ・在り方検討 ・在り方検討 ・公有財産管理規則
による基準を策定

・適正な管理
・活用方針の検討

行動
計画

・要綱の策定

実績

－ ・資料収集 ・資料収集
・一般的な市有財産
（土地）の財産処分
に当たっては、一般
競争入札を基本とし
て整理

・貸付け等基準の資
料収集

・普通財産取扱要綱
を公有財産管理規
則の中で整備

・適正な管理

具体的な取り組み

・行政財産の管理は、公有財産管理規則により適正な管理手続を実施している。
・保有財産の内容及び活用方針は、継続して精査中である。

・普通財産は、公有財産管理規則等により手続の適正及び透明化を図り、財産処分を実施し、また、貸付
けについても貸付用途特定と貸付料の算定を行っている。

総
務
部

管
財
情
報
課

2 ・普通財産の処
分、貸し付けのた
めの基準の策定

・普通財産の処分、貸し付けなど取
り扱いに関する要綱を策定する。

完了

平成22年度取り組み実績

総
務
部

管
財
情
報
課

1 ・保有財産の精査
と活用方針の作
成

・行政財産の管理手続きの標準化を
図り、適正な管理を推進する。

一部実施

平成22年度取り組み実績

中項目 04 財政の健全化

進捗状況
所管

区分
実行プログラム

実行項目 02 市有財産の活用

小項目 02 自主財源の確保

新京田辺市行政改革大綱の項目

大項目 03 効率的な行財政運営
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・実施

実績

・資料収集 ・情報収集、見直し
内容検討

・情報収集、見直し
内容検討

・公有財産管理規則
の策定、見直し

・適正な管理

行動
計画

・普通財産の処分計
画の作成

・処分の実施

実績

・処分対象物件の調
査、検討

・京田辺市普通財産
売払一般競争入札
実施要綱の制定
・処分対象物件の抽
出、選別を検討

・不用財産の売払実
施

・不用財産の売払実
施

・不用財産の売払実
施

行動
計画

・管理システムの検
討

・管理システムの検
討

・管理システムの検
討

実績

・資料収集 ・電子一括管理方式
の検討

・管理システムの構
築

・管理システムのデ
－タ整理

・管理システムの
データ整理

行動
計画

・公共施設工事施工 ・公共施設工事施工 ・保留地処分
・公共施設工事施工

・保留地処分
・公共施設工事施工

・保留地処分

実績

・電線類地中化及び
公共施設グレード
アップ設計の実施

・電線類地中化及び
公共施設グレード
アップ工事の施工

・電線類地中化及び
公共施設グレード
アップ工事の施工

・電線類地中化及び
公共施設グレード
アップ工事の施工

・電線類地中化及び
公共施設グレード
アップ工事の施工

・電線類地中化及び
公共施設グレード
アップ工事の施工

・普通財産の貸付等に関して、内容検討した結果、現行の制度の中で十分に運用及び対応できるとした。

一部実施

平成22年度取り組み実績

建
設
部

三
山
木
整
備
課

6 ・保留地処分の推
進

・三山木地区区画整理事業で生み
出した保留地について、公共施設の
整備やまちの熟成を見極めて、より
高い状況で処分を行う。

一部実施

平成22年度取り組み実績

総
務
部

管
財
情
報
課

5 ・財産台帳の整備
と各種施設台帳
の効率的管理

・各管理所属で独自に行っている台
帳整備の一括管理を図る。

・管理システムデ－タについて、継続して整理した。

完了

平成22年度取り組み実績

総
務
部

管
財
情
報
課

4 ・普通財産の処分 ・自主財源の確保のため、処分可能
な普通財産について計画的に処分
を進める。

一部実施

平成22年度取り組み実績

進捗状況
所管 実行プログラム

区分
具体的な取り組み

総
務
部

管
財
情
報
課

3 ・普通財産の無償
貸付対象、減免
規程の見直し

・普通財産の無償貸付対象、減免規
程の見直しを行う。

・不用財産物件について、一般競争入札方式等により売払を実施した。

・保留地の価値を高め処分するため、電線類地中化、公共施設グレードアップの工事を施工した。
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・他市における財源
確保策の調査

・関係各課検討 ・関係各課検討

実績

・他市における財源
確保策の調査

・関係各課検討 ・ホームページバ
ナー広告の開始

・関係各課検討 ・ふるさと納税のＨＰ
の更新
清掃車広告の開始

行動
計画

・調査、検討 ・広告の募集
・実施

実績

・調査、検討 ・要綱の検討、他団
体の調査

・要綱作成

市
長
公
室

2 ・新たな広告収入
の検討

・市ホームページを活用した広告収
入の確保を進める。

完了

平成22年度取り組み実績

進捗状況

総
務
部

企
画
管
理
課

1 ・新たな税源の検
討

・自主財源の確保を図るため、新た
な税源の検討を進める。

完了

平成22年度取り組み実績

所管 実行プログラム
区分

具体的な取り組み

小項目 02 自主財源の確保

実行項目 03 税源の確保

新京田辺市行政改革大綱の項目

大項目 03 効率的な行財政運営

中項目 04 財政の健全化

・清掃車の広告を開始した。
・「ふるさと納税」等の案内について、よりわかりやすい説明へと更新した。
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・事業地域の選定 ・事業化の検討
・遊休地のデータ
ベース化、紹介シス
テムの構築

・企業立地優遇制度
の創設

実績

・資料作成 ・事業地域の選定
・地元・地権者向け
勉強会等の実施

・京田辺市大住工業
専用地域拡大事業
補助金交付要綱の
制定

・京田辺市大住工業
専用地域拡大事業
補助金交付要綱の
運用
・情報サイト構築に
よる情報発信

・京田辺市大住工業
専用地域拡大事業
補助金交付要綱の
運用
・情報サイトの内容
の充実

行動
計画

・市内中小企業基礎
調査の実施

・起業家育成施設入
居費補助制度の創
設

・市内空き工場等の
情報提供制度の創
設
・市内企業の製品、
技術紹介サイトの創
設

・企業立地促進助成
金交付制度の創設

実績

・産学連携コーディ
ネーターの設置

・補助金交付要綱の
制定
・補助金の交付

・起業家育成施設入
居費補助金の交付
・情報サイト構築に
よる情報発信

・販路開拓支援事業
補助金交付制度の
検討

・産学連携コーディ
ネーターの設置
・起業家育成施設入
居費補助金の交付
・情報サイト構築に
よる情報発信
・販路開拓支援事業
補助金交付制度の
整備

・産学連携コーディ
ネーターの設置
・起業家育成施設入
居費補助金の交付
・情報サイトの内容
の充実
・販路開拓支援事業
補助金交付制度の
拡充

・産学連携コーディネーターを設置した。
・起業家育成施設入居費補助金の交付を行った。
・情報発信サイトの内容を充実させた。
・販路開拓支援事業補助金交付制度の補助対象を拡充した。

所管 実行プログラム
区分

具体的な取り組み

・京田辺市大住工業専用地域拡大事業補助金交付要綱の運用を行った。
・情報発信サイトの内容を充実させた。

・民間主体の事業手法（区画整理事
業など）により創出する新たな工業
系の事業用地及び工業系の用途地
域内の遊休地に工場、研究施設等
の企業立地を促進する。

一部実施

進捗状況

経
済
環
境
部

産
業
振
興
課

3 ・企業誘致

経
済
環
境
部

産
業
振
興
課

4 ・産、学、官のコラ
ボレーションによ
る新たなビジネス
モデルの育成

平成22年度取り組み実績

・「同志社大学の研究シーズ」を活用
し、産学連携による市内産業の振興
を図る。
・同志社大学京田辺キャンパスに整
備される企業家育成施設に支援を
行い、ベンチャー企業等による新産
業の創出を図る。

一部実施

平成22年度取り組み実績
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・関係機関との協議 ・基本協定書の締結
・借入の実施

実績

・関係機関との協議 ・基本協定書に基づ
く短期資金の借り入
れの実行

・借入契約解約

行動
計画

・基金別の資金計画
調査
・水道事業資金活用
協議

・債券の検討
・債券購入

実績

・基金別の資金計画
調査
・水道事業資金活用
協議

・債権運用の拡大 ・基金の債権運用

完了

平成22年度取り組み実績

出
納
室

6 ・資金の効率的、
効果的な運用の
推進

・各基金のおいて当分の間資金計
画のない資金の一部について、債
券運用を図る。

完了

平成22年度取り組み実績

出
納
室

5 ・効率的な資金運
用

・水道事業資金の効率的な運用と繰
替運用額の減少を図るため、水道
事業資金の借入を図る。

進捗状況区分
具体的な取り組み所管 実行プログラム
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・財政課ホームペー
ジの作成

・市民にわかりやす
い予算の作成、公表

・市民にわかりやす
い決算、財務諸表等
の作成、公表

・企画管理課ホーム
ページ、広報充実の
総仕上げ

実績

・財政課ホームペー
ジの作成

・検討 ・市民にわかりやす
い決算、財務諸表の
作成、公表

・ホームページの充
実

・予算、決算情報の
公表方法の充実

・予算、決算情報の
公表方法の充実

1 ・予算、決算、財
務諸表等の公表

・予算、決算、財務諸表等を市ホー
ムページや広報紙を通じて市民に
わかりやすく公表する。

・広報「予算」「決算」特集号を発行した。
・京田辺市の家計簿を発行した。

01 財政状況の透明性の確保

進捗状況

総
務
部

企
画
管
理
課

平成22年度取り組み実績

完了

所管 実行プログラム
区分

具体的な取り組み

新京田辺市行政改革大綱の項目

大項目 03 効率的な行財政運営

中項目 04 財政の健全化

小項目 03 財政状況の透明性の確保

実行項目
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・統一化のための課
題整理

・システムの見直し ・統一化 ・運用

実績

・課題整理、検討 ・先進自治体などの
調査

・帳票統合について
検討

・統一化

行動
計画

・事務事業の再編
・実施計画作成手法
の見直しと中期財政
計画の作成

・事務事業の再編 ・連動のための仕組
みづくり

・電算システムの構
築

実績

・実施計画作成手法
の見直し

・平成19年度当初予
算編成における予
算事業と実施計画
掲載事業の連動

・検討 ・共通事業単位によ
る事務事業評価の
実施及び実施計画
の策定

・共通事業単位によ
る事務事業評価の
実施
・予算査定への活用

具体的な取り組み

総
務
部

企
画
管
理
課

2 ・予算、計画、評
価の連動

・新たな予算システムの確立に向
け、予算、計画、評価の連動に取り
組む。

完了

平成22年度取り組み実績

・共通事業単位による事務事業評価を実施し、実施計画の策定を行った。
・事務事業評価結果を予算査定へ活用した。

進捗状況
所管

総
務
部

企
画
管
理
課

1 ・総合（実施）計
画、行政評価シス
テムとの連動

・実施計画や予算編成と事務事業
評価との統一様式化やコード化を進
める。

完了

平成22年度取り組み実績

中項目 04 財政の健全化

実行プログラム
区分

小項目 04 新たな予算システムの構築

実行項目 01 新たな予算システムの構築

新京田辺市行政改革大綱の項目

大項目 03 効率的な行財政運営
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・導入基本方針の策
定
・モデル評価の実施

・仕組みの検討、構
築

・仕組みの検討、構
築

・実施

実績

・導入基本方針の策
定
・モデル評価の実施
・職員研修の実施

・事務事業の目的体
系化
・モデル事業評価の
実施
・職員研修の実施

・全ての事務事業を
対象とした事務事業
評価の実施
・職員研修の実施
（推進員、管理職
員）

行動
計画

・公表のための仕組
みの構築
・施策評価の仕組み
の検討、構築

・公表
・施策評価の導入

実績

・取り組みの公表 ・目的体系表の公表
・平成18年度の取り
組みの公表

・取り組みの公表 － ・事務事業評価結果
の公表

総
務
部

企
画
管
理
課

2 ・行政評価の充実 ・事務事業評価の結果を公表する。
・施策評価の仕組みを構築し、第三
者による評価（外部評価）の制度を
導入する。

一部実施

平成22年度取り組み実績

進捗状況

総
務
部

企
画
管
理
課

1 ・行政評価の導入 ・行政運営上の問題点や課題の解
決方法の一つである行政評価につ
いて全庁的に導入し、事務事業評価
を実施する。

完了

平成22年度取り組み実績

区分
具体的な取り組み

小項目 01 行政評価の活用

実行項目 01 行政評価制度の導入と活用

新京田辺市行政改革大綱の項目

大項目 03 効率的な行財政運営

中項目 05 事務事業の効率化、適正化

実行プログラム所管

・事務事業評価結果を公表した。
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・現状の検討 ・調査、調整 ・見直し

実績

・単価契約の導入 ・検討 ー ー ー

行動
計画

・現状の検討 ・調査、調整 ・見直し

実績

・単価契約の導入

行動
計画

・現状の検討 ・調査、調整 ・見直し

実績

・撤去業務及び返還
業務を委託

具体的な取り組み

安
心
ま
ち
づ
く
り
室

3 ・放置自転車撤
去、防止啓発業
務委託の見直し

・放置自転車撤去、防止啓発業務委
託の見直しを行う。

完了

平成22年度取り組み実績

安
心
ま
ち
づ
く
り
室

2 ・交通安全施設整
備業務委託の見
直し

・交通安全施設整備業務委託の見
直しを行う。

完了

平成22年度取り組み実績

安
心
ま
ち
づ
く
り
室

1 ・防犯灯設置業務
委託の見直し

・防犯灯設置業務委託の見直しを行
う。

完了

平成22年度取り組み実績

中項目 05 事務事業の効率化、適正化

進捗状況
所管

区分
実行プログラム

実行項目 01 事務事業の整理、合理化

小項目 02 事務事業の整理、合理化

新京田辺市行政改革大綱の項目

大項目 03 効率的な行財政運営

ー
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・現状の検証 ・検討

実績

・郵便発送業務に臨
時的任用職員を活
用

（継続実施） （継続実施）

行動
計画

・導入検討会の実施 ・導入検討会の実施

実績

・検討 ・文書管理セミナー
への参加

・検討の継続 ・検討の継続 ・京都府及び近隣自
治体の状況の情報
を収集

行動
計画

・調達方針の整備検
討

実績

・他市の状況把握 ・情報収集 ・検討 ・検討 ・他市の状況把握

行動
計画

・物品管理体制の見
直し

・体制の移行

実績

・現状の把握
・備品台帳の整理に
向けた検討

・全庁備品調査、備
品カードの作成及び
整理

・全庁備品調査等の
継続実施

・他市の状況把握

進捗状況

7

所管 実行プログラム
区分

総
務
部

管
財
情
報
課

・備消耗品の一元
管理

・物品の管理体制を見直し、発注か
ら廃棄までのサイクルを一元的に管
理できる体制の整備を図る。

完了

平成22年度取り組み実績

その他

平成22年度取り組み実績

総
務
部

管
財
情
報
課

6 ・グリーン購入の
推進

・地球温暖化防止対策を推進するた
め、グリーン購入制度の導入を図
る。

・他市の運用状況等の調査を継続して実施した。

完了

平成22年度取り組み実績

総
務
部

総
務
室

5 ・電子決裁制度の
導入に向けた検
討

・事務の迅速化を図るため、電子決
裁制度の導入に向けた検討を進め
る。

・京都府及び導入している近隣自治体の状況の情報を収集したところ、決裁の迅速化につながっておら
ず、現段階で導入するのは早計と判断した。

完了

平成22年度取り組み実績

総
務
部

総
務
室

4 ・文書管理事務の
整理、合理化

・郵送文書の受付、仕分け、発送業
務や文書の収受などについて一本
化し、臨時的任用職員の活用により
対応する。

具体的な取り組み

・他市の運用状況等の調査を継続して実施した。
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・一元管理に向けた
見直し

・実施

実績

・見直し方針決定 ・公用車の一元管理
の実施

・公用車稼働率の算
出

・公用車稼働率の算
出

・公用車稼働率の算
出

ー

行動
計画

・導入の検討

実績

・庁内LANによる施
設予約の導入

・庁内LANによる会
議室予約システム
の導入

・管理状態の監視及
び検討事項の洗い
出し

行動
計画

・担当者会議の設置
・情報交換の推進

・要保護児童対策地
域協議会を中心に
虐待防止の推進

・要保護児童対策地
域協議会を中心に
虐待防止の推進

・要保護児童対策地
域協議会を中心に
虐待防止の推進

・要保護児童対策地
域協議会を中心に
虐待防止の推進

実績

・要保護児童対策地
域協議会を設置
・京阪奈近隣都市サ
ミットでは近隣市町
の取組状況の把握
及び情報交換の実
施

・代表者会議1回
・実務者会議4回

保
健
福
祉
部

こ
ど
も
福
祉
課

10 ・虐待防止ネット
ワークの推進

・京阪奈近隣都市サミットにおいて、
子どもの虐待防止等に関する広域
的連携のための調査、研究、情報
交換を進める。
・要保護児童対策地域協議会を設
置する。

完了

平成22年度取り組み実績

所管 実行プログラム
区分

具体的な取り組み
進捗状況

総
務
部

管
財
情
報
課

9 ・会議室の一元管
理と貸出制の導
入

総
務
部

管
財
情
報
課

8 ・公用車の一元管
理と貸出制の導
入

・各会議室の貸し出しについて、施
設予約システムの導入を図る。

・各所属で管理している公用車を一
元管理に改め、台数の削減、利用
効率の向上を図る。

完了

平成22年度取り組み実績

完了

平成22年度取り組み実績

ー
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・実態把握 ・関係機関との検
討、協議

・実施

実績

・国、府制度に基づ
く医療体制の整備

・小児救急医療体制
の充実

・小児救急医療体制
の充実

行動
計画

・実態把握 ・近隣の実施市の状
況及び今後の意向
把握

・関係機関との検
討、協議

・関係機関との検
討、協議

実績

・近隣の情報収集 ・近隣の情報収集 ・近隣の情報を収集
し、検討

・近隣の情報収集
し、検討

・小児救急医療体制
の充実

行動
計画

・現状の分析、調査
・事前評価導入の検
討

・実施

実績

・公共事業事前評価
の検討

・公共事業事前評価
の検討

・組織目標設定 ・組織目標設定 ・部内の目標管理の
徹底、事業評価体
制の確立

行動
計画

・新たな成績評定の
導入

・検査体制の充実

実績

－ － ・成績評価要領の導
入に向けた検討、研
究

・成績評価要領の導
入に向けた検討、研
究

・検査技術の向上 ・検査技術の向上

建
設
部

建
設
政
策
推
進
室

14 ・公共工事の指
導、検査部門の
充実

・休日応急診療所及び医療機関の
開設していない時間帯の救急医療
のあり方について検討を行い、京都
府の小児救急医療体制を補完する
形で綴喜地区、京田辺市の初期医
療の充実を図る。

完了

平成22年度取り組み実績

平成22年度取り組み実績

・事業を効率的、効果的に行うととも
に事業実施の透明性の向上を図る
ため、新規事業を対象に評価制度
を運用する。

・部内の組織目標設定や部課長会議（月２回）、部内予算ヒアリング（４半期に１回）の実施により、新規事
業の効果を検証する体制を確立した。

・小児救急医療体制（府制度）については、市内救急病院が土、日曜日に実施体制をとっていること等か
ら、一定の充実が図られた。

・公共工事の指導、検査部門の充実
を進める。

完了

平成22年度取り組み実績

保
健
福
祉
部

健
康
衛
生
課

12

建
設
部

建
設
政
策
推
進
室

13 ・目標管理制の導
入

完了

平成22年度取り組み実績

・休日応急診療所
運営事業の検討

完了

・検査員となる職員を検査関係研修に派遣し、検査員のスキルアップに努めた。

保
健
福
祉
部

こ
ど
も
福
祉
課

11 ・小児救急医療の
適正化

所管 実行プログラム

・緊急を要する小児救急医療につい
て、より適切な実施の推進を図る。

進捗状況区分
具体的な取り組み
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・現状の把握
・問題点の抽出

・関係課の意識調査 ・素案の作成
・関係課との調整

・実施

実績

・開発まちづくり条例
着手
・条例検討委員会の
設置
・年度内に骨子策定

・開発まちづくり条
例、規則制定
・条例検討委員会の
開催

行動
計画

・事業計画の作成 ・事業計画の作成 ・試行 ・実施

実績

－ －

行動
計画

・マニュアルの作成 ・試行 ・実施

実績

－ － ・検討 ・検討 ・マニュアルの作成

・市営住宅の修繕についてマニュアルを作成した。

開
発
指
導
課

建
設
部

17 ・市営住宅修繕業
務の見直し

・開発事業に伴う開発指導要綱につ
いて、将来のまちづくりに向けて新
たな内部体系と公共施設整備基準
等を構築し、その見直しを進める。

・市営住宅修繕工事における修繕区
分の明確化を図るとともに、事務の
簡素化を図る。

完了

平成22年度取り組み実績

・営繕、修繕工事について、各施設
の状況を把握し、事業計画を作成す
るとともに、執行体制の合理化を図
る。

完了

平成22年度取り組み実績

建
設
部

（
予
算
担
当
課

）

16 ・営繕、修繕工事
の見直し

その他

平成22年度取り組み実績

建
設
部

開
発
指
導
課

15 ・開発指導要綱の
見直し

所管 実行プログラム
区分

具体的な取り組み
進捗状況
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・検討

実績

・半拠点型商工会と
して2市2町で一部広
域化

・他団体の状況調査 ・他団体の状況調査 ・他団体の状況調査 ・広域化の検討 ・山師と地域ビジネ
スサポートセンター
の支援
・広域化の検討

行動
計画

・検討

実績

・委託内容の検討 ・委託内容の検討
・生活環境保全林委
託料の削減

（継続実施）

行動
計画

・エコオフィスの推進
・地球温暖化対策実
行計画の見直し

実績

・エコオフィス活動の
実施

・エコオフィス活動の
実施
・地球温暖化対策実
行計画の見直し（第
2期実行計画の策
定）

－ ・エコオフィスの拡大 ・エコオフィス活動の
実施、ステップアップ

完了

平成22年度取り組み実績

経
済
環
境
部

環
境
課

20 ・エコオフィスの推
進

・委託している業務について、業務
の必要性等について検討を行う。

具体的な取り組み所管

・業務委託の見直
し

完了

平成22年度取り組み実績

・京田辺市地球温暖化対策実行計
画に基づき、市役所が率先して温室
効果ガスの排出量を削減することに
より、市役所のエコオフィス化を目指
す。

経
済
環
境
部

農
政
課

19

進捗状況

経
済
環
境
部

産
業
振
興
課

18 ・商工会、観光協
会の広域化の検
討

・商工会、観光協会について、隣接
する団体等との広域化について検
討する。

一部実施

平成22年度取り組み実績

・商工会が山城地域ビジネスサポートセンター（広域連携協議会）事業を支援した。
・観光協会が、宇治・八幡との連絡会を設置し、広域観光について検討し、府振興局によるやましろ観光
ネットワーク会議にも参画した。

実行プログラム
区分

・環境マネジメントシステム（ＫＥＳ）・ステップ２へ移行し、エコオフィス化を進めた。
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・現状の検討 ・調査、調整 ・見直し

実績

・委託業務内容の検
討（2箇所）

・清掃等管理費用の
削減（平成20年度）

・清掃業務委託仕様
の変更

・清掃業務委託仕様
の変更

行動
計画

・現状の検討 ・調査、調整 ・見直し

実績

・委託業務内容の検
討

・現状維持 ・現状維持 ・現状維持 ・現状維持

行動
計画

・基本構想策定 ・検討 ・基本計画策定

実績

・ごみ処理基本計画
を策定し、検討開始
時期を想定

・整備計画作成 ・枚方市と相互支援
協定

・延命化及び広域化
の検討

行動
計画

・各所属の意向調査 ・出納室予算による
執行

実績

・市共通印刷物の一
括購入

・市共通印刷物の一
括購入

・市共通印刷物の一
括購入

・一括購入の推進 ・一括購入の推進

完了

平成22年度取り組み実績

出
納
室

24 ・印刷物の削減及
び一元管理

・会計課で管理している印刷物につ
いて、在庫の減少を図り、省力化を
進める。

・市共通印刷物を一括購入した。

経
済
環
境
部

清
掃
衛
生
課

23 ・ごみ処理等の広
域化の検討

・ごみの焼却施設の更新及び広域
化の検討を進める。

一部実施

平成22年度取り組み実績

・施設の延命化及び広域化の検討を行った。

経
済
環
境
部

環
境
課

22 ・市営墓地施設管
理業務委託の見
直し

完了

平成22年度取り組み実績

・現状維持とした。

進捗状況

保
健
福
祉
部

健
康
衛
生
課

21 ・公衆トイレ清掃
業務委託の見直
し

・公衆トイレ清掃業務委託の見直し
を行う。

完了

平成22年度取り組み実績

具体的な取り組み

・市営墓地施設管理業務委託の見
直しを行う。

実行プログラム
区分

所管
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・検討 ・物品取扱員研修 ・物品管理規則に関
する運用協議

実績

－ ・物品取扱員研修 ・物品取扱員研修 ・具体例を検討 ・物品管理規則の改
正伴う物品管理者
の設置

行動
計画

・課題の整理
・関係団体等の調整

・検討

実績

－ － ・関係課との協議

行動
計画

・実施

実績

－ ・堀切古墳群発掘調
査（民間実施）

・南山遺跡発掘調査
（民間実施）

・興戸遺跡発掘調査
（民間実施）

行動
計画

・事業の検討 ・実施 ・業際事業の委託

実績

・社会体育協会の
NPO法人格取得に
向けた支援の実施

・社会体育協会の
NPO法人格取得に
向けた支援の実施
・委託事業等の検討

・共催スポーツ事業
の委託検討

・共催事業の委託 －

・保育所所管部局と幼保一体化に係る情報の共有化と意見交換を行う場を持った。

ー

一部実施

教
育
部

社
会
体
育
課

28 ・各種団体共同事
業の見直し

教
育
部

社
会
教
育
課

27 ・埋蔵文化財発掘
調査の見直し

・民間開発に伴う埋蔵文化財発掘調
査の業務方法を見直し、民間業者で
実施する。

完了

平成22年度取り組み実績

・興戸遺跡発掘調査を民間委託により実施した。

教
育
部

学
校
教
育
課

26 ・幼稚園、保育所
施設の相互共有
による有効利用
の推進

その他

平成22年度取り組み実績

進捗状況

出
納
室

25 ・庁舎備品の一元
管理と貸出制度
の導入

・各物品管理出納員が管理している
情報について、庁内ＬＡＮの活用を
進める。

一部実施

平成22年度取り組み実績

所管

・各所属に物品取扱員のほかに物品管理者をおく物品管理規則を改正した。

実行プログラム
区分

具体的な取り組み

・幼稚園、保育所施設の相互共有に
よる有効利用に向けた検討を進め
る。

平成22年度取り組み実績

・市及び市教育委員会と各団体の
共催事業の見直しを行い、事業の
統廃合を進める。
・市社会体育協会のＮＰＯ法人化に
伴い、市及び市教育委員会共催ス
ポーツ事業の全面委託を検討する。
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・現状の検証 ・見直し ・実施

実績

・各イベント・催しの
評価に係る評価項
目の検討

・行政評価シートを
活用した課内評価

・課内評価会議の開
催

・事業委託の開始 －

行動
計画

・現状の検証 ・問題点の解消と方
向性の検討

・実施の検討 ・共同化、広域化に
よる共同運用

実績

・検討 ・検討
・情報の収集

・検討
・情報の収集

・消防救急無線デジ
タル化整備調査の
検討

・消防救急無線デジ
タル化整備調査の
実施

・消防救急無線デジ
タル化整備の再検
討

行動
計画

・見直し検討 ・見直し検討 ・見直し検討 ・見直し検討 ・実施

実績

・環境にやさしい消
防活動機材の使用
を検討

・消火薬剤を環境対
策済みのものを購
入

・消防団用の小型ポ
ンプの変更

・ＫＥＳの取得
・消防団用の小型ポ
ンプの変更

・消防団用の小型ポ
ンプの変更

ー

・南部ブロック消防広域化等検討会議を３回実施し、消防救急無線デジタル化整備の再検討を行った。

・消防団用の小型ポンプの真空ポンプを、オイル補給式から真空オイルレスに２台更新をした。

具体的な取り組み

その他

平成22年度取り組み実績

消
防
本
部

消
防
総
務
課

31 ・事務事業の見直
し

・ＩＳＯ14001などを目標値に、事務事
業の見直しを進める。

完了

平成22年度取り組み実績

進捗状況

教
育
部

社
会
体
育
課

29 ・目標管理制の導
入

・各種主催事業について、参加人数
等の目標となる指数を数値化し、成
果目標を明確にするための取り組
みを検討する。

一部実施

平成22年度取り組み実績

所管
区分

消
防
本
部

消
防
総
務
課

30 ・消防の広域化の
推進

・消防の広域化による出動体制、通
信指令の共同化の運用を進める。

実行プログラム
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・入札事務の検討 ・システム導入の検
討

・実施

実績

・資料収集 ・調査 ・検討 ・見直し ・他市の状況把握

行動
計画

・問題点、課題点の
抽出

・担当者会議の設置 ・入札、契約事務の
一元化

・入札、契約事務の
一元化の検討

実績

・府内13市入札契約
担当者会議の開催

・府内14市入札契約
担当者会議の開催

・府内14市入札契約
担当者会議の開催

・府内14市入札契約
担当者会議の開催

・府内14市入札契約
担当者会議の開催

行動
計画

・広域連絡会設置準
備

・広域連絡会の設置
・共同入札実施要綱
の検討

・共同入札実施要綱
による入札の実施

・入札業務一元化の
検討

実績

ー ー ー ー

・府内14市入札契約担当者会議に参加したことにより、入札契約事務の適正化や効率化に関する情報を
取得し、一定の目的が達成できた。

具体的な取り組み

ー

・他市の運用状況等の調査を継続して実施した。

・京都府山城北土木事務所管内の
市町を一つの単位として、広域連絡
会を設置するとともに、共通の入札
参加資格要件等を規定する共同の
入札実施要綱を制定し、入札業務
の一元化を目指す。 その他

平成22年度取り組み実績

建
設
部

建
設
政
策
推
進
室

3 ・共同入札実施要
綱の制定

建
設
部

建
設
政
策
推
進
室

2 ・入札、契約事務
担当者会議の設
置

・関係法令の遵守、多様な入札方法
の導入、事務処理の効率化等を目
的に担当者会議を設置する。

完了

平成22年度取り組み実績

進捗状況

総
務
部

管
財
情
報
課

1 ・入札事務の適正
化

・電子入札システムの導入を図る。

その他

平成22年度取り組み実績

所管
区分

小項目 03 入札及び契約の適正化

実行項目 01 入札及び契約の適正化

新京田辺市行政改革大綱の項目

大項目 03 効率的な行財政運営

中項目 05 事務事業の効率化、適正化

実行プログラム
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・多様な入札方法の
検討
・試行

・工種に対応した最
適な入札方法の導
入

実績

・公募型指名競争入
札の実施
・一般競争入札の拡
大

・入札結果を踏まえ
た研究、検証
・電子入札導入に向
けた検討

・入札結果を踏まえ
た研究、検証
・電子入札システム
導入

・入札結果を踏まえ
た研究、検証
・電子入札システム
一部運用

・入札結果を踏まえ
た研究、検証
・電子入札システム
完全実施

行動
計画

・入札過程の公表の
検討
・試行

・入札過程のホーム
ページへの掲載

実績

・入札予定情報と入
札結果をホームペー
ジで公表

・競争入札参加資格
の停止業者を市
ホームページで公表

行動
計画

・京都府のコアシス
テムの有効性の検
証

・コアシステムの改
良
・電子入札実施要領
の策定
・業者説明会の実施

・実施準備期間 ・試行運用 ・導入拡大

実績

・電子入札システム
導入の検討

・電子入札システム
導入予算の計上

・電子入札システム
の導入
・業者説明会開催
・電子入札の実証実
験実施

・電子入札システム
の運用
・業者説明会開催

・電子入札システム
の全件実施

ー

完了

平成22年度取り組み実績

建
設
部

建
設
政
策
推
進
室

6 ・電子入札の導入 ・電子入札システムの導入を図る。

完了

平成22年度取り組み実績

・全入札案件において、電子入札を実施した。（実施率100％）

平成22年度取り組み実績

所管

建
設
部

建
設
政
策
推
進
室

5 ・入札、契約の透
明性の向上と情
報公開の推進

・入札結果までのプロセスをオープ
ンにして、入札過程の透明性の向上
を図る。

区分
具体的な取り組み

・入札結果を踏まえ、入札における競争性、透明性、公平性の確保が図れているかどうか研究・検証を行っ
た。
・全入札案件において、電子入札を実施した。（実施率100％）

進捗状況

建
設
部

建
設
政
策
推
進
室

4 ・入札方法の多様
化

・入札方法の多様化を図り、工種に
対応した最適な入札方法の検討を
進める。

一部実施

実行プログラム
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・自主防災組織設置
補助要綱の改正

・補助金の5％削減

実績

ー ・補助要綱の改正
・補助金の5％削減

行動
計画

・見直し検討
・構成市町との調整

実績

・現状の検討 ・検討 ・見直し

行動
計画

・見直し検討
・構成市町との調整

実績

・現状の検討 ・検討 ・見直し

・期成同盟会で実施している事業や
活動を見直し、負担金等の削減を図
る。

完了

平成22年度取り組み実績

安
心
ま
ち
づ
く
り
室

3 ・片町線複線化促
進期成同盟会へ
の負担金等支出
の見直し

安
心
ま
ち
づ
く
り
室

2 ・南部横断鉄道研
究会への負担金
等支出の見直し

・南部横断鉄道研究会で実施してい
る事業や活動を見直し、負担金等の
削減を図る。

完了

平成22年度取り組み実績

進捗状況

安
心
ま
ち
づ
く
り
室

1 ・自主防災組織設
置補助金等の見
直し

・自主防災組織設置補助金の補助
金額を見直す。

完了

平成22年度取り組み実績

所管
区分

具体的な取り組み

小項目

実行項目 01 補助金等の見直し

新京田辺市行政改革大綱の項目

大項目 03 効率的な行財政運営

中項目 06 補助金等の適正化

実行プログラム
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・現状の検討 ・見直し、整備に向
けた調査、調整等

・条例等の見直し、
整備

実績

・現状の検討 ・補助金要綱の設置 ・防犯灯の調査
・防犯灯管理システ
ムの導入

ー ー

行動
計画

・現状の検討
・整備に向けた調
査、調整等

・条例等の見直し、
整備

実績

・現状の検討
・補助金の削減

・補助金の削減

行動
計画

・現状の検討 ・見直し、整備に向
けた調査、調整等

・条例等の見直し、
整備

実績

・バス検討委員会を
開催し、見直しを検
討

・意向調査の実施 ・検討 ・検討 ・バス検証委員会の
開催

行動
計画

・現状の検討
・整備に向けた調
査、調整等

・条例等の見直し、
整備

実績

・現状の検討 ・検討 ー ー ー

一部実施

平成22年度取り組み実績

その他

平成22年度取り組み実績

・綴喜防犯協会負担金の見直しを行
う。

ー

安
心
ま
ち
づ
く
り
室

6 ・路線バス運行負
担金の見直し

・路線バス運行負担金の見直しを行
う。

7 ・綴喜防犯協会負
担金の見直し

安
心
ま
ち
づ
く
り
室

完了

平成22年度取り組み実績

所管

安
心
ま
ち
づ
く
り
室

5 ・交通安全対策協
議会等補助金の
見直し

・交通安全対策協議会等補助金の
見直しを行う。

完了

平成22年度取り組み実績

実行プログラム
区分

具体的な取り組み
進捗状況

安
心
ま
ち
づ
く
り
室

4 ・防犯灯電気代補
助の見直し

・防犯灯電気代補助の見直しを行
う。

ー

・バス検証委員会を４回開催した。
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・現状の検討
・整備に向けた調
査、調整等

・条例等の見直し、
整備

実績

・現状の検討 ・検討 ー － －

行動
計画

・現状の検討
・整備に向けた調
査、調整等

・条例等の見直し、
整備

実績

・現状の検討 ・廃止

行動
計画

・検討

実績

・補助金の5％削減 ・補助金の5％削減 ・補助金の10％削減

行動
計画

・見直し検討
・構成市町との調整

実績

・検討 ・文化事業の一部縮
小検討

・文化事業の一部縮
小

ー －

・京田辺、精華、
木津川学研都市
行政連絡会への
負担金等支出の
見直し

ー

一部実施

平成22年度取り組み実績

総
務
部

企
画
管
理
課

11 ・行政連絡会で実施している事業や
活動を見直し、負担金等の削減を図
る。

完了

平成22年度取り組み実績

総
務
部

総
務
室

10 ・平和都市推進団
体事業費補助金
の見直し

・平和都市推進団体事業費補助金
の見直しを行う。

完了

平成22年度取り組み実績

所管

安
心
ま
ち
づ
く
り
室

9 ・交通安全対策主
管者会議分担金
の見直し

・交通安全対策主管者会議分担金
の見直しを行う。

安
心
ま
ち
づ
く
り
室

8 ・綴喜防犯連絡協
議会負担金の見
直し

・綴喜防犯連絡協議会負担金の見
直しを行う。

その他

平成22年度取り組み実績

実行プログラム
区分 進捗状況

具体的な取り組み

ー

ー
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・見直し検討
・構成市との調整

実績

・構成市との調整 ・サミット負担金の削
減

・サミットの廃止

行動
計画

・見直し検討
・構成市町との調整

実績

・検討 － ・負担金の減額 ・協議会の解散

行動
計画

・見直し検討
・構成市との調整

実績

・関係団体と協議
・負担金のあり方の
再点検

・負担金の減額 ・関係団体と協議 ・関係団体と協議 ・関係団体と協議

行動
計画

・補助金交付基準の
作成
・補助金の見直し

実績

・「補助金に関する
基本的な指針と見
直し基準」の策定
・補助金見直しに向
けたヒアリング

・各担当課の見直し
状況のフォロー

総
務
部

完了

平成22年度取り組み実績

完了

平成22年度取り組み実績

・補助金の適正な交付に向け、統一
的な交付基準を作成し、全ての補助
金について見直しを行う。

総
務
部

企
画
管
理
課

14 ・けいはんな新産
業創出・交流セン
ターへの負担金
等支出の見直し

・知的クラスター創生事業の目標年
次となる平成18年度において、交流
センターの組織などの見直しも検討
されることから、その段階で実施して
いる事業や活動を点検し、必要に応
じて負担金等の削減を図る。

・補助金交付ガイ
ドラインの作成

企
画
管
理
課

15

総
務
部

企
画
管
理
課

13 ・京都南部都市広
域行政圏推進協
議会への負担金
支出の見直し

・広域行政圏推進協議会で実施して
いる事業や活動を見直し、負担金の
削減を図る。

実行プログラム

総
務
部

企
画
管
理
課

12

進捗状況

平成22年度取り組み実績

完了

平成22年度取り組み実績

完了

・京阪奈北近隣都
市サミットへの負
担金等支出の見
直し

・サミットの開催方法を見直し、負担
金等の削減を図る。

区分
具体的な取り組み所管

・関係団体と協議を行った。
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・検討 ・関係者との意見調
整

・補助金の見直し
（廃止）

実績

・関係者との意見調
整

・関係者との意見調
整

・補助金の廃止 ・補助金の廃止

行動
計画

・現状の検証 ・助成金の廃止

実績

・現状の検証 ・助成金の廃止

行動
計画

・検討

実績

・精査して継続 ・研修の受講 ・研修の受講 ・研修の受講 ・研修の受講

行動
計画

・検討 ・検討 ・方向性の決定

実績

・補助金要綱の制定
・補助対象者の見直
し

・検討 ・検討 ・他市町村の調査 ー

一部実施

平成22年度取り組み実績

市
民
部

市
民
参
画
課

ー

19 ・京都府女性の船
参加補助金の見
直し

・京都府女性の船参加費に対する
補助金の交付について、廃止も含め
た方向性の検討を行い見直しを図
る。

完了

平成22年度取り組み実績

総
務
部

管
財
情
報
課

18 ・地方自治情報セ
ンター等負担金の
見直し

・地方自治情報センター等負担金の
見直し

一部実施

平成22年度取り組み実績

所管

総
務
部

職
員
課

17 ・人間ドック等健
康診断市助成金
の見直し

・人間ドック等健康診断市助成金を
廃止する。

具体的な取り組み

総
務
部

職
員
課

16 ・京都府市町村職
員年金者連盟綴
喜支部への運営
補助金の見直し

・京都府市町村職員年金者連盟綴
喜支部への運営補助金の見直しを
行う。

完了

平成22年度取り組み実績

実行プログラム
区分 進捗状況

・研修を受講した。
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・検討 ・補助金の見直し

実績

・補助金予算の見
直し

・予算額の半額で週
間事業を実施

・予算額の４分の３
以内で週間事業を
実施

・補助金の削減 ・継続実施

行動
計画

・協会との協議 ・協会との協議 ・協会との協議 ・補助金の見直し

実績

・協会との協議
・補助金予算の5％
削減

・協会との協議 ・協会との協議 ・協会との協議 ・協会との協議

行動
計画

・国際交流のあり方
の検討

・補助制度の見直し
の検討

・補助要綱の改正
等

・実施

実績

・国際交流のあり方
の検討

・補助金交付要綱
の一部改正

・運用方法など検討 ・適正な運用 ・要綱の改正

行動
計画

・限度額の設定 ・検証 ・見直し

実績

－ ・補助事業の広報
の充実

・補助金の交付（1
団体）

・名称の変更
・補助金の交付（１
団体）

・補助金の交付（３
団体）

・補助金の交付（３
団体）

市
民
部

市
民
参
画
課

23 ・ふるさと活性化
推進事業補助金
の見直し

・ふるさと活性化推進事業補助金の
見直しを行う。

完了

平成22年度取り組み実績

・京田辺国際交流協会への運営補
助金の見直しを行うとともに、協会
の組織体制の充実と活動状況の検
討を進める。

完了

平成22年度取り組み実績

市
民
部

市
民
参
画
課

22 ・京田辺市国際
交流体験補助金
の見直し

・市の国際交流のあり方の検証・検
討と京田辺市国際交流体験補助金
交付要綱の見直しを進める。

完了

平成22年度取り組み実績

進捗状況

市
民
部

市
民
参
画
課

20 ・京たなべ男女共
同参画週間事業
補助金の見直し

・京たなべ男女共同参画週間事業
補助金の見直しを行う。

完了

平成22年度取り組み実績

・継続実施した。

所管 実行プログラム
区分

具体的な取り組み

市
民
部

市
民
参
画
課

21 ・京田辺国際交
流協会の見直し

・協会と協議を行った。

・補助金交付要綱を改正した。

・市民活動推進補助金の交付した。（３件）
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・検討

実績

・補助金予算5％削
減

・補助金の交付 ・補助金の交付
・補助金の削減につ
いて協議

・補助金の削減 ー

行動
計画

・廃止

実績

・廃止

行動
計画

・見直し検討 ・要綱改正
・周知

・実施

実績

・検討 ー ー ー ー ー

行動
計画

・府戸籍住民外国
人登録事務協議会
分担金の見直し

・城南戸籍住民登
録事務協議会分担
金の見直し

実績

－ － － － ー

市
民
部

・わがまち京たなべを美しくする会
事業補助金の定期的な見直しを行
う。

市
民
部

税
務
課

25 ・農業所得標準
協議会負担金の
見直し

平成22年度取り組み実績

進捗状況
所管 実行プログラム

区分
具体的な取り組み

・平成17年度をもって農業所得標準
がなくなることに伴い協議会が解散
する。

市
民
部

市
民
参
画
課

24

市
民
年
金
課

27 ・府戸籍住民外
国人登録事務協
議会、城南戸籍
住民登録事務協
議会分担金の見
直し

・京都府戸籍住民外国人登録事務
協議会、城南戸籍住民登録事務協
議会分担金の見直しを進める。

完了

平成22年度取り組み実績

完了

その他

平成22年度取り組み実績

・わがまち京たな
べを美しくする会
事業補助金の見
直し

市
民
部

国
保
医
療
課

26 ・福祉医療費の
見直し

・福祉医療費について、効果的な福
祉施策推進の観点で所得制限を設
ける。

その他

平成22年度取り組み実績

－

－

－

- 126 -



京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・実施

実績

・実施（扶助費に変
更）

行動
計画

・見直しについて提
案
・検討

実績

・負担金の減額 ・負担金の廃止

行動
計画

・現状の検証 ・調査
・関係者等意向把
握

・関係団体間の調
整、合意形成
・見直し

・実施

実績

・補助金減額 ・関係団体間の調
整、合意形成

・関係団体間の調
整、合意形成
・見直し

・継続実施 ・継続実施

行動
計画

・現状の検証 ・調査
・関係者等意向把
握

・見直し ・新たな交付への調
整

・実施

実績

－ ・補助金減額 ・関係者との合意形
成

・新たな交付への調
整

・継続実施 ・継続実施

所管
進捗状況

実行プログラム
区分

完了

平成22年度取り組み実績

市
民
部

市
民
年
金
課

28 ・在日外国人特
別給付金の見直
し

・給付金の支出科目について扶助
費に変更する。

完了

平成22年度取り組み実績

市
民
部

人
権
啓
発
推
進
課

30 ・綴喜地区保護
司会助成金の見
直し

・綴喜地区保護司会助成金の見直
しを行う。

市
民
部

市
民
年
金
課

29 ・京都府国民年
金協議会負担金
の見直し

・国民年金協議会負担金の見直し
の検討を行う。

完了

平成22年度取り組み実績

・なやみごと相談委員会研修活動
費等補助金の見直しを行う。

完了

平成22年度取り組み実績

市
民
部

人
権
啓
発
推
進
課

31 ・なやみごと相談
委員会研修活動
費等補助金の見
直し

・見直した補助金額により実施した。

・見直した補助金額により実施した。

具体的な取り組み
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・現状の検証 ・調査
・関係者等意向把
握

・関係団体間の調
整

・新しい基準に基づ
く助成

実績

－ ・法務局担当者等
へ新たな基準での
助成を提案

・助成基準の変更 ・新しい基準に基づ
く助成

行動
計画

・現状の検証 ・調査
・関係者等意向把
握

・関係団体間の調
整

・新しい基準に基づ
く助成

実績

－ ・補助金の削減 ・補助金の削減 ・新しい基準に基づ
く助成

・継続実施 ・継続実施

行動
計画

・現状の検証 ・本格的見直しに向
けた調査

・実施

実績

－ ・負担金の廃止

行動
計画

・現状の検証 ・本格的見直しに向
けた調査

・関係団体間の調
整、合意形成

実績

・現状の検証
・決算状況の精査

・繰越金の取扱いと
協議会のあり方の
検討

・新組織化に伴い解
散

実行プログラム
区分

具体的な取り組み
進捗状況

・城南人権擁護委員協議会助成金
について、新たな基準で助成できる
よう働きかける。

完了

平成22年度取り組み実績

市
民
部

人
権
啓
発
推
進
課

所管

32 ・城南人権擁護
委員協議会助成
金の見直し

・京都弁護士会助成金の見直しを
行う。

完了

平成22年度取り組み実績

完了

市
民
部

人
権
啓
発
推
進
課

33 ・京都弁護士会
助成金の見直し

完了

平成22年度取り組み実績

・山城地区市町
村連絡協議会負
担金の見直し

・山城地区市町村連絡協議会負担
金の見直しを検討する。

市
民
部

人
権
啓
発
推
進
課

34 ・法律相談担当
者研修会負担金
の見直し

・法律相談担当者研修会負担金の
見直しを行う。

平成22年度取り組み実績

市
民
部

人
権
啓
発
推
進
課

35

・見直した補助金額により実施した。

・山城人権ネットワーク推進協議会として活動

- 128 -



京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・現状の検証 ・本格的見直しに向
けた調査

・関係団体間の調
整、合意形成

実績

・現状の検証
・決算状況の精査

・繰越金の取扱いと
協議会のあり方の
検討

・新組織化に伴い解
散

行動
計画

・現状の検証 ・本格的見直しに向
けた調査

・関係団体間の調
整、合意形成

実績

・現状の検証
・決算状況の精査

・協議会のあり方の
検討

・新組織化に伴い解
散

行動
計画

・現状の検証 ・調査
・関係者等意向把
握

・関係団体間の調
整

・新しい基準に基づ
く補助

実績

・現状の検証 ・補助金の減額 ・関係団体との調整 ・新しい基準に基づ
く補助

・新しい基準に基づ
く補助

・継続実施

行動
計画

・現状の検証 ・現状の検証 ・本格的見直しに向
けた調査

・見直し ・新しい基準に基づ
く負担

実績

－ ・参加人数等の調
整削減等

・見直しに向けた調
査

・見直し ・参加形態、支出項
目の見直し

ー

実行プログラム
区分

具体的な取り組み
進捗状況

所管

市
民
部

人
権
啓
発
推
進
課

36 ・山城人権啓発
協議会分担金の
見直し

・山城人権啓発協議会分担金の見
直しを検討する。

完了

平成22年度取り組み実績

市
民
部

人
権
啓
発
推
進
課

37 ・就労促進協議
会負担金の見直
し

・就労促進協議会負担金の見直し
を検討する。

完了

平成22年度取り組み実績

・市人権教育研究会補助金の見直
しを行う。

完了

平成22年度取り組み実績

市
民
部

人
権
啓
発
推
進
課

・人権問題研究会参加負担金の見
直しを行う。

市
民
部

人
権
啓
発
推
進
課

38 ・市人権教育研
究会補助金の見
直し

完了

平成22年度取り組み実績

39 ・人権問題研究
会参加負担金の
見直し

・見直した補助金額により実施した。

－

山城人権ネットワーク推進協議会として活動

山城人権ネットワーク推進協議会として活動
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・5％の減額 ・5％の減額 ・5％の減額 ・5％の減額 ・5％の減額

実績

・検討 ・5％の減額 － ・検討 ・補助金の減額
・繰越金の精算

ー

行動
計画

・検討
・補助金要綱の告
示

・新基準による補助
金交付
・職員派遣の見直し

実績

・検討 ・補助金額の見直し ・職員派遣１名減 ・検討 ・検討 ・社会福祉協議会と
の協議を実施

行動
計画

・関係者との協議 ・関係者との協議 ・交付基準額等の
協議

・実施

実績

・傷痍軍人会の補
助金の全額カット

行動
計画

・見直し検討 ・実施

実績

・検討 ・適正な見直し検討 ・適正な見直し検討 ー ー

社
会
福
祉
課

保
健
福
祉
部

・障害者スポーツ
大会負担金の見
直し

保
健
福
祉
部

社
会
福
祉
課

所管 実行プログラム
区分

具体的な取り組み
進捗状況

・社会福祉協議
会補助金の見直
し

・京田辺市障害者スポーツ大会負
担金の見直しを行う。

一部実施

平成22年度取り組み実績

保
健
福
祉
部

障
害
福
祉
課

40

41

一部実施

平成22年度取り組み実績

完了

平成22年度取り組み実績

・京田辺市社会福祉協議会補助金
要綱を定め、補助基準を明確にす
る。

一部実施

平成22年度取り組み実績

42 ・遺族会、傷痍軍
人会補助金の見
直し

・京田辺市遺族会、傷痍軍人会補
助金の一本化と削減を行う。

・近隣市町の状況や委員の活動状
況等も参考にしながら適正な見直し
を行っていく。

保
健
福
祉
部

社
会
福
祉
課

43 ・民生児童委員
協議会補助金の
見直し

－

・補助金要綱の策定に向けて、社会福祉協議会と協議した。

・協議会の補助金については、事業状況に応じて決定できると判断した。
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・見直し検討
・課題整理
・補助金の見直し

実績

・検討 ・検討 ・検討

行動
計画

・現状の点検 ・関係者等意見把
握、調整

・補助基準等の見
直し

・新基準による交付

実績

ー ・近隣市町の状況
把握
・市内私立保育所
の経営状況等の検
討

・園外保育等推進
事業補助金の5％
カット

・園外保育等推進
事業補助金の5％
カット

行動
計画

・検討 ・実施

実績

・継続実施 ・継続実施 ー ー ー

行動
計画

・見直し検討 ・廃止の方向で検討

実績

・検討 ・見直し検討 ・関係団体協議 ・見直し検討 ー

進捗状況

44 ・障害者福祉施
設関係補助金の
見直し

・障害福祉施策に係る各種補助金
のうち障害者団体等への補助金に
ついて、見直しを行う。
・福祉関係施設等に対する事業運
営補助金等について、障害福祉施
策の制度改正にあわせて適正な見
直しを行う。

完了

区分
具体的な取り組み実行プログラム

・乳幼児予防接種費用の助成につ
いて見直しを行う。

45

－

こ
ど
も
福
祉
課

46 ・予防接種費助
成金の見直し

・民間保育園に対する各種補助金
について、補助基準等の見直しを
行う。

保
健
福
祉
部

所管

完了

障
害
福
祉
課

平成22年度取り組み実績

保
健
福
祉
部

こ
ど
も
福
祉
課

その他

平成22年度取り組み実績

・民間保育園関
係補助金の見直
し

平成22年度取り組み実績

保
健
福
祉
部

保
健
福
祉
部

高
齢
介
護
課

47 ・敬老記念品の
見直し

・70歳以上の全員に記念品を宅配
としてるが、廃止する。

その他

平成22年度取り組み実績

－
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・見直し検討 ・実施

実績

・老人クラブと協議 ・見直し検討 ・関係団体協議 ・見直し検討 ー

行動
計画

・見直し検討
・要綱改正

・実施

実績

・見直し検討 ・補助率の引き下げ
と対象者の見直し

行動
計画

・見直し検討 ・見直し検討

実績

・補助金の5％削減 － ー ・見直し検討 ・財政状況等の状
況調査

行動
計画

・現状の分析
・見直し検討

・見直し検討

実績

・検討 ・検討 ・検討 ・検討 ・活動状況の調査

保
健
福
祉
部

高
齢
介
護
課

49 ・高齢者向け居住
設備改善補助金
の見直し

実行プログラム
区分

具体的な取り組み
進捗状況

所管

・高齢者向け居住設備改善補助金
について、補助率、回数等を見直す
ため要綱改正を行う。

・老人クラブ補助金について、国基
準並みに見直しを行う。

平成22年度取り組み実績

保
健
福
祉
部

高
齢
介
護
課

48 ・老人クラブ補助
金の見直し

保
健
福
祉
部

高
齢
介
護
課

完了

平成22年度取り組み実績

その他

50 ・シルバー人材セ
ンター補助金の
見直し

・シルバー人材センター補助金の見
直しを行う。

一部実施

平成22年度取り組み実績

一部実施

平成22年度取り組み実績

保
健
福
祉
部

高
齢
介
護
課

51 ・介護保険サービ
ス事業所連絡協
議会補助金の見
直し

・介護保険サービス事業所連絡協
議会補助金の見直しを行う。

・シルバー人材センターの財政状況等の調査を行った。

・連絡協議会の活動状況を調査した。

－
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・見直し検討 ・要綱改正
・周知

・実施

実績

・検討 ・検討 ・検討 ・検討

行動
計画

・見直し検討 ・実施

実績

・補助金の5％削減 ・検討 ・検討 ・検討 ー

行動
計画

・見直し検討 ・周知 ・実施

実績

・補助金の5％削減 ・見直し検討 ・見直し検討 ・継続実施 ー

行動
計画

・見直し検討 ・実施

実績

・検討 ・見直し検討 ・見直し検討 ・継続実施 ー

所管 実行プログラム
区分

具体的な取り組み

保
健
福
祉
部

高
齢
介
護
課

52 ・福祉電話補助
の見直し

進捗状況

・福祉電話補助について、電話代の
全額個人負担を検討する。

完了

平成22年度取り組み実績

・ひとり暮らし老人の会活動育成補
助金の見直しを行う。

完了

平成22年度取り組み実績

保
健
福
祉
部

高
齢
介
護
課

53 ・ひとり暮らし老
人の会活動育成
補助金の見直し

・給食サービス事業費補助金につ
いて、一部利用者費用負担を検討
し、補助金の削減を図る。

完了

平成22年度取り組み実績

保
健
福
祉
部

高
齢
介
護
課

54 ・給食サービス事
業費補助金の見
直し

保
健
福
祉
部

高
齢
介
護
課

55 ・ふとん丸洗い事
業費補助金の見
直し

・ふとん丸洗い事業費補助金の見
直しを行う。

その他

平成22年度取り組み実績

－

－

－
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・見直し検討 ・実施

実績

・検討 ・見直し検討 ・見直し検討 継続実施 ー

行動
計画

・見直し検討 ・実施（廃止も含め
て）

実績

－ ・検討 ー 継続実施 ー

行動
計画

・見直し検討 ・見直し検討 ・実施

実績

・他市町に見直しの
検討を依頼

・検討
・医師会との協議

・助成金削減

行動
計画

・現状の検証、調査 ・新基準額の策定
・合意形成

・新基準額の策定
・合意形成

・実施

実績

・補助金の5％削減 ・運営状況比較 ・他市町情報収集 ・他市町の情報収
集

具体的な取り組み
進捗状況

所管

・ふれあいテレホンサービス事業費
補助金の見直しを行う。

その他

平成22年度取り組み実績

保
健
福
祉
部

高
齢
介
護
課

56 ・ふれあいテレホ
ンサービス事業
費補助金の見直
し

実行プログラム
区分

・高齢者介護ヘルパー受講支援事
業の見直しを行う。

その他

平成22年度取り組み実績

保
健
福
祉
部

高
齢
介
護
課

57 ・高齢者介護ヘル
パー受講支援事
業の見直し

・地域医療の充実を目的とする地域
医療活動助成金について、近隣市
町と調整を行い、廃止等も視野に入
れた見直しを行う。

完了

平成22年度取り組み実績

保
健
福
祉
部

健
康
衛
生
課

58 ・地域医療活動
助成金の見直し

完了

平成22年度取り組み実績

保
健
福
祉
部

健
康
衛
生
課

59 ・食品衛生協会
補助金の見直し

・京田辺市食品衛生協会に対する
補助金について、補助基準額等の
見直しを行う。

－

－

・平成２０年度に助成金削減を行い、一定の見直しが図れた。

・他市町の情報収集を継続したが、動きは無かった。
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・現状の点検、再検
討

・方向性の確認 ・実施

実績

・実行費の節減（補
助金返還）

－ ・経費削減 ・補助金の精算 ・補助金の精算

行動
計画

・検討 ・検討

実績

・データ整理の実施 ・助成状況資料の
整理

・助成状況資料の
整理・検討

・助成状況資料の
整理・検討

・助成における方針
の決定

行動
計画

・現状の検討、調査 ・新たな基準の策定 ・新たな基準の策定 ・実施

実績

・補助金の5％削減 ・執行状況について
の分析

・経費削減 ・経費削減

行動
計画

・現状点検
・見直しに向けた調
査

・関係者等意向把
握、調整

・実施

実績

・山城北保健所管
内4市3町で連絡会
を実施

－ ー ー ・近隣市町の状況
把握

所管 実行プログラム
区分

具体的な取り組み

保
健
福
祉
部

健
康
衛
生
課

60 ・一休さんウォー
ク実行委員会補
助金の見直し

進捗状況

・予防接種費助
成金の見直し

・一休さんウォークについて、市民
のための健康づくり事業になるよ
う、その方向性を再検討するととも
に、補助金の一定の削減も検討す
る。

完了

平成22年度取り組み実績

保
健
福
祉
部

健
康
衛
生
課

62 ・献血推進協議
会育成助成金の
見直し

・高齢者インフルエンザ予防接種費
用の助成について見直しを行う。

完了

平成22年度取り組み実績

保
健
福
祉
部

健
康
衛
生
課

61

・京田辺市献血推進協議会育成助
成金の見直しを行う。

完了

平成22年度取り組み実績

保
健
福
祉
部

健
康
衛
生
課

63 ・病院群輪番制
運営負担金の見
直し

・病院群輪番制運営負担金の見直
しを行う。

その他

平成22年度取り組み実績

・経費の削減に努めた。
・京田辺市献血推進協議会設置要綱を制定し、次年度より補助金を廃止することとした。

・近隣市町の動きを注視したが、動きがなかったため、進展は図れなかった。

・平成22年度も補助金の年度末精算を行った。経費節減等一定の成果があったことを確認した。

・検討の結果、現時点での予防接種費助成金の変更は、市民サービスの観点より不適切と判断し検討を
終えた。
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・本市休日応急診
療所のあり方に連
動

実績

・近隣の動向につい
て、情報を収集

・近隣の動向につい
て、情報を収集

・近隣の動向につい
て、情報を収集

・近隣の動向につい
て、情報を収集

・近隣の動向につい
て、情報を収集

行動
計画

・見直し検討
・京都府、構成市町
との調整

実績

・検討 ・検討 ・検討 ・検討 ・分担金の削減

行動
計画

・現状の検証 ・本格的見直しに向
けた調査
・関係者等意向把
握、調査

・見直し
・経過措置

・経過措置 ・新たな基準による
補助

実績

・補助金予算額5％
カット

・検討 － － ・見直しの検討

進捗状況
具体的な取り組み所管

・市の休日応急診療所のあり方の
検討にあわせ、負担金の見直しの
検討を行う。

その他

平成22年度取り組み実績

保
健
福
祉
部

健
康
衛
生
課

64 ・八幡市休日応
急診療所市負担
金の見直し

実行プログラム
区分

・国営公園行政連絡会で実施して
いる事業や活動を見直し、負担金
等の削減を図る。

完了

平成22年度取り組み実績

建
設
部

建
設
政
策
推
進
室

65 ・淀川上流域国
営公園行政連絡
会への負担金等
支出の見直し

一部実施

平成22年度取り組み実績

建
設
部

施
設
管
理
課

66 ・生垣設置奨励
補助金等の見直
し

・生垣設置奨励補助金、みどりの少
年団運営補助金、日本さくらの会負
担金、市都市緑化協会運営補助金
等の見直しを行う。

・近隣の動向について、情報収集を行った。負担金については、実績に見合ったものと判断した。

・分担金の支出が削減できた。

・補助金等の見直しについて検討を行った。
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・耐震診断士派遣
事業要綱の検討

・耐震改修補助事
業の検討

実績

－ ・耐震診断士の派
遣（31戸）

・耐震診断士の派
遣（20戸）
・耐震化促進計画
及び耐震改修補助
要綱の作成（安心ま
ちづくり室）

・耐震診断士の派
遣
・耐震改修補助金
の交付

（継続実施）

行動
計画

・現状の課題分析と
調査
・検討

実績

－ － － － ・方針の決定

行動
計画

・見直し

実績

・活動内容及び負担
額の見直し

・活動内容の見直し ・活動内容の見直し ・活動内容の見直し ・活動内容の見直し

区分
具体的な取り組み

進捗状況

建
設
部

開
発
指
導
課

67 ・耐震補助金等
の見直し

・木造住宅耐震診断士派遣事業を
実施するとともに耐震改修補助事
業を実施する。

完了

平成22年度取り組み実績

所管 実行プログラム

・私道舗装補助金の見直しを検討
する。

その他

平成22年度取り組み実績

建
設
部

施
設
管
理
課

68 ・私道舗装補助
金の見直し

・本市の過去の実績や近隣他都市の状況を踏まえ、見直しを行った結果、補助金額を特に改正する必要
はないとの結論に至った。

・京都府企業誘致推進連絡協議会
の活動内容及び自治体負担額につ
いて見直しを進める。

一部実施

平成22年度取り組み実績

経
済
環
境
部

産
業
振
興
課

69 ・京都府企業誘
致推進連絡協議
会負担金の見直
し

･協議会の活動内容について見直しを行った。
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・協議会への参画
（脱会）の検討

実績

・観光協会との連携
を検討

・脱会

行動
計画

・順次実施 ・順次実施 ・順次実施 ・順次実施

実績

・各種補助金の見
直し
・運用の見直し

・農業振興事業補
助金交付要綱、単
独農業振興事業補
助金交付要綱の見
直し

・見直した要綱に従
い実施

・見直した要綱に従
い実施

・見直した要綱に従
い実施

行動
計画

・現状の検証 ・現状の検証 ・関係者の意向調
査
・需要の調査

・見直しの可能性判
断

・新たな基準による
交付

実績

・補助率の試案の
作成

・市単独農業基盤
整備事業補助金交
付要綱の見直し

・見直した要綱に従
い実施

・見直した要綱に従
い実施

・見直した要綱に従
い実施

区分
具体的な取り組み

・歴史街道への参画のあり方を見
直し、負担金等の削減を図る。

完了

進捗状況

経
済
環
境
部

産
業
振
興
課

70 ・歴史街道協議
会への負担金等
支出の見直し

平成22年度取り組み実績

所管 実行プログラム

経
済
環
境
部

農
政
課

72

経
済
環
境
部

農
政
課

71 ・各種補助金の
見直し

・交付要綱等補助基準の明確化と
交付期間の制限等の見直しを進め
る。
・補助金交付団体の情報開示でき
る体制の整備を進める。
・団体育成補助金と活動補助金を
区分し見直しを進める。
・定期的な（約5年ごと）見直しを行
う。
・ソフト事業の効果の検証方法の検
討を進める。
・積立金、繰越金の多い団体への
補助金の見直しを進める。

完了

平成22年度取り組み実績

完了

平成22年度取り組み実績

・市単費土地改
良事業費の各種
補助金の見直し

・市単費土地改良補助事業費の各
種補助の需要を把握して、見直しを
進める。

・見直した要綱に従い補助金の交付を行った。

・見直した要綱に従い補助金の交付を行った。
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・現状の検証 ・現状の検証 ・関係者の意向調
査
・需要の調査

・見直しの可能性判
断

・新たな基準による
執行

実績

－ ・現状の検証 ・現状の検証 － －

行動
計画

・現状の検証 ・現状の検証 ・関係者の意向調
査
・需要の調査

・見直しの可能性判
断

・新たな基準による
執行

実績

－ ・現状の検証 ・意向確認 ・意向確認 －

行動
計画

・現状の検証 ・現状の検証 ・関係者の意向調
査
・需要の調査

・見直しの可能性判
断

・新たな基準による
執行

実績

－ ・現状の検証 ・意向確認 ・意識確認 ・関係者との協議

行動
計画

・現状の検討 ・見直し、整備に向
けた調査、調整等

・条例等の見直し、
整備

実績

・補助金限度額の
引き上げ

・現状維持 ・現状維持 ・現状維持 ・現状維持

所管 実行プログラム
区分

具体的な取り組み
進捗状況

農
政
課

73 ・各種土地改良
事業の分担金の
見直し

・府営、基盤整備促進、小規模農業
基盤整備等の各種土地改良事業
の分担金の見直しを進める。

その他

平成22年度取り組み実績

経
済
環
境
部

農
政
課

74 ・維持管理適正
化事業の分担金
の見直し

・維持管理適正化事業の分担金の
見直しを進める。

その他

平成22年度取り組み実績

経
済
環
境
部

経
済
環
境
部

農
政
課

75 ・土地改良区等
賦課金補助の見
直し

・土地改良区への各種補助の需要
を把握し、見直しを進める。

一部実施

平成22年度取り組み実績

・火葬料補助金の見直しを行う。

完了

平成22年度取り組み実績

経
済
環
境
部

環
境
課

76 ・火葬料補助金
の見直し

・維持管理適正化事業を基盤整備事業に統合した。

・関係者との協議により見直しを行った。

・火葬料負担軽減への補助金交付を維持した。

・土地改良事業について、基盤整備促進事業と市単独土地改良事業の２種類を統合した。
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・現状の検討
・整備に向けた調
査、調整等

・負担金の見直し

実績

・負担金の検討 ・負担金の削減（平
成20年度）

・負担金減額

行動
計画

・調査
・交付要綱の改正

・実施

実績

・補助対象品目、補
助単価について、所
属内及び総務部と
議論

・補助対象品目、補
助単価について改
正案を策定

・見直しの検討
・補助金交付要綱
改正

行動
計画

・近隣自治体の補
助率、補助額等の
調査

実績

－ ・見直しの検討 － －

行動
計画

・現状の検討 ・見直し、整備に向
けた調査、調整等

・条例等の見直し、
整備

実績

・補助金の交付 － ・検討 － ー

所管 実行プログラム
区分

具体的な取り組み
進捗状況

その他

・関西文化学術研究都市環境保全
連絡協議会負担金の見直しを行う。

完了

平成22年度取り組み実績

経
済
環
境
部

環
境
課

・関西文化学術
研究都市環境保
全連絡協議会負
担金の見直し

・再生資源集団回収事業補助金に
ついて、補助対象品目、補助単価
の見直しを行う。

完了

平成22年度取り組み実績

経
済
環
境
部

清
掃
衛
生
課

78 ・ごみ減量に関す
る補助金の見直
し

77

平成22年度取り組み実績

完了

平成22年度取り組み実績

水
道
部

下
水
道
課

80 ・合併処理浄化
槽設置補助金の
見直し

・合併処理浄化槽設置補助金の見
直しを行う。

経
済
環
境
部

清
掃
衛
生
課

79 ・生ごみ処理容器
設置補助金の見
直し

・生ごみ処理容器設置の補助額に
ついて、近隣の自治体との整合性
等について調査を実施する。

－

－
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・検討

実績

・検討 ・健診の受診勧奨と
制度の周知

・健診の受診勧奨と
制度の周知

・健診の受診勧奨と
制度の周知

・健診の受診勧奨

行動
計画

・検討

実績

・検討 － ・資料収集 ・政務調査費議員
研修会の実施

・政務調査費議員
研修会の実施

行動
計画

・他市（近隣市町
村）への調整

実績

・他市（近隣市町
村）への調整

・京都府市議会議
長会負担金の減額
決定

・京都府市議会議
長会及び職員連絡
協議会負担金の減
額

・近畿市議会議長
会負担金減額
・理事会出席者負
担金廃止

・京都府市議会議
長会の見直しに向
けた検討

行動
計画

・実施

実績

・検診補助金の廃
止と委託病院での
検診の実施
・人間ドック補助金
の廃止

所管 実行プログラム
区分

具体的な取り組み

・市議会議員厚
生会負担金の見
直し

市議会議員厚生会負担金につい
て、受診者が少ない状況から、制度
の周知及び啓発、事業の見直し等
の検討を行う。

進捗状況

平成22年度取り組み実績

議
会
事
務
局

82 ・政務調査費交
付金の見直し

・政務調査費交付金について、適正
な金額であるか検討する。

平成22年度取り組み実績

議
会
事
務
局

81

・人間ドック補助
金の見直し

・生活習慣病予防検診について、補
助金支出していたものを委託契約し
た病院で受診させるように変更す
る。
・学校共済職員への人間ドック補助
金を廃止する。

完了

平成22年度取り組み実績

議
会
事
務
局

83 ・全国市議会議
長会等の負担金
の見直し

・全国市議会議長会等の負担金に
ついて、削減に向けて他市への調
整を行う。

完了

平成22年度取り組み実績

教
育
部

教
育
総
務
室

84

完了

完了

・健診の受診勧奨を行った。
・議会改革・活性化特別委員会で事業の見直しを行った。

・政務調査費議員研修会を開催した。

・京都府市議会議長会の運営について検討した。
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・現状の検証
・本格的な見直し

・新たな基準による
交付

実績

・現状の検証 ・補助の実施 ・補助の実施 ・補助の実施 ・健康診断補助金
の検討

行動
計画

・現状の検証 ・本格的見直し ・新たな基準による
交付

実績

・現状の検証
・国の基準額への
見直しの実施

・国の基準額への
見直しの実施

・国の基準額への
見直しの実施

・国の基準額への
見直しの実施

就園奨励費補助金
の検討

行動
計画

・補助金の執行内
容の調査、検討

・見直し

実績

・補助金の5％減額 － ・補助金の10％減
額

行動
計画

・補助金の執行状
況の分析、調査

・近隣市町村の実
態調査

・近隣市町村の実
態調査

・見直し

実績

・補助金の5％減額 － ・補助金の10％減
額

教
育
部

学
校
教
育
課

所管 実行プログラム

・私立幼稚園健康診断補助金の見
直しを行う。

その他

進捗状況区分
具体的な取り組み

平成22年度取り組み実績

85 ・私立幼稚園健
康診断補助金の
見直し

学
校
教
育
課

87 ・市立幼稚園教
育研究会負担金
の見直し

・市立幼稚園教育研究会負担金の
見直しを行う。

平成22年度取り組み実績

完了

教
育
部

学
校
教
育
課

86 ・私立幼稚園就
園奨励費補助金
の見直し

・私立幼稚園就園奨励費補助金の
見直しを行う。

その他

平成22年度取り組み実績

教
育
部

完了

平成22年度取り組み実績

教
育
部

学
校
教
育
課

88 ・教職員研修補
助金の見直し

・教職員研修補助金の見直し

・現下の厳しい経済情勢及び近隣市町の補助金実施状況から見て現制度での実施が適当であると判断
した。

・現下の厳しい経済情勢及び近隣市町村の状況から見て現制度での実施が適当であると判断した。
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・補助金の執行内
容の調査、検討

・見直し

実績

・負担金の減額
1人当たり▲2千円

－ ・一部補助金の
10％減額

行動
計画

・補助金の執行内
容の調査、検討

・見直し

実績

・補助金の5％減額 － ・補助金の5％減額

行動
計画

・補助金の執行内
容の調査、検討

・見直し

実績

・補助金の5％減額 － ・補助金の5％減額

行動
計画

・補助金の執行内
容の調査、検討

・見直し

実績

・補助金の5％減額 － ・補助金の5％減額

教
育
部

区分
具体的な取り組み

進捗状況
所管 実行プログラム

平成22年度取り組み実績

教
育
部

学
校
教
育
課

90 ・教育研究会補
助金の見直し

・京田辺市教育研究会補助金の見
直しを行う。

学
校
教
育
課

89 ・校長教頭各教
科研究会等補助
金等の見直し

・校長教頭各教科研究会等補助金
等の見直しを行う。

教
育
部

学
校
教
育
課

91 ・特別支援教育
研究会補助金の
見直し

・京田辺市特別支援教育研究会補
助金の見直しを行う。

完了

平成22年度取り組み実績

92 ・人権教育研究
会補助金の見直
し

・京田辺市人権教育研究会補助金
の見直しを行う。

完了

平成22年度取り組み実績

完了

平成22年度取り組み実績

教
育
部

学
校
教
育
課

完了
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・補助金の執行内
容の調査、検討

・見直し

実績

・補助金の5％減額 － ・補助金の5％減額

行動
計画

・補助金の執行内
容の調査、検討

・見直し

実績

・補助金の5％減額 － ・補助金の2％減額 －

行動
計画

・単価の他市町村
の調査

・検討 ・見直し

実績

・他市町村の調査 ・補助の実施 － ー ・修学旅行費補助
金の検討

行動
計画

・交付の範囲の見
直し

・交付要綱の改正 ・新たな基準に基づ
き交付

実績

・他市町村の実態
把握

・クラブ以外の競技
等大会への補助を
廃止
・交付要綱の改正

・就学指導委員
会補助金の見直
し

所管 実行プログラム
区分

具体的な取り組み
進捗状況

教
育
部

学
校
教
育
課

94 ・小学校児童陸
上運動交歓記録
会負担金の見直
し

・京田辺市就学指導委員会補助金
の見直しを行う。

完了

平成22年度取り組み実績

教
育
部

学
校
教
育
課

93

・児童生徒修学
旅行費補助金の
見直し

・京田辺市小学校児童陸上運動交
歓記録会負担金の見直しを行う。

完了

平成22年度取り組み実績

教
育
部

学
校
教
育
課

96 ・中学校各種運
動競技等補助金
の見直し

・京田辺市児童生徒修学旅行費補
助金の見直しを行う。

その他

平成22年度取り組み実績

教
育
部

学
校
教
育
課

95

・京田辺市中学校各種運動競技等
補助金の見直しを行う。

完了

平成22年度取り組み実績

・現下の厳しい経済情勢及び近隣市町村の状況から見て現制度での実施が適当であると判断した。
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・事業内容の把握 ・補助金の見直しの
方針の周知

・補助金の見直しに
向けた取り組みの
検討

実績

－ ・負担金の交付 － － ・部内協議を実施

行動
計画

・補助金の削減に向
けた検討

・各種研究会負担
金の一人当りの単
価の見直し

実績

・補助金の5％減額 ・一人当たり単価
300円削減

・補助金の20％減
額

－ －

行動
計画

・実施

実績

－ － － － ・事業内容の把握

行動
計画

・実施

実績

－ － － － ・事業内容の把握

進捗状況

97 ・教育振興費負
担金の検討

・教育振興費負担金について検討
を進める。

その他

平成22年度取り組み実績

実行プログラム
区分

具体的な取り組み所管

・幼稚園の各種研究会負担金の見
直しを行う。

完了

平成22年度取り組み実績

教
育
部

学
校
教
育
課

98 ・幼稚園の各種
研究会負担金の
見直し

教
育
部

学
校
教
育
課

・京都府下公立幼稚園長会、国公
立幼稚園長会、全国国公立幼稚園
長会等について、事業内容の把握
に努める。
・山城地方公立幼稚園教育研究会
について、事業内容の把握に努め
る。

その他

平成22年度取り組み実績

教
育
部

学
校
教
育
課

99 ・京都府下公立
幼稚園長会負担
金等の見直し

・京都府下小学校体育連盟の事業
内容の把握に努める。

完了

平成22年度取り組み実績

教
育
部

学
校
教
育
課

100 ・京都府下小学
校体育連盟分担
金の見直し

・教育振興費負担金の内訳及び支出先団体の事業内容を確認し、検討した結果、本市小中学校教職員
の資質向上、および近隣との情報共有による学校教育の進展につながっており、市として負担金を支出
することが適当であると判断した。

ー

・各会の事業内容を確認した結果、本市各幼稚園長の資質向上、および全国各地との情報共有による幼
稚園教育の進展につながっており、市として各会負担金を支出することが適当であると判断した。

・小学校体育連盟では、陸上交歓記録会や陸上競技の審判研修会等が取組まれており、参加することが
有益であると判断し、継続加入することとした。
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・実施

実績

－ － － － ・事業内容の把握

行動
計画

・補助金の検証、整
理

・補助金の検証、整
理

・育成補助金と活動
補助金の整理、決
定

実績

・団体活動補助金
の5％削減

・団体活動補助金
の5％削減

・団体活動補助金
の5％削減

行動
計画

・検討会議の開催 ・支出基準の策定 ・実施

実績

・事業内容等の検
討、見直し

・府民総体参加経
費の基準を明確に
した

・補助金の削減 － －

行動
計画

・見直し検討 ・見直し検討 ・見直し検討 ・実施

実績

・5%減額 ・5%減額 ･見直し実施

その他

平成22年度取り組み実績

所管 実行プログラム
区分

具体的な取り組み

・研究会では、教職員の資質向上を図る研修会等が取組まれており、参加することが有益であると判断
し、継続加入することとした。

教
育
部

社
会
教
育
課

102 ・団体育成補助
金と活動補助金
の見直し

進捗状況

教
育
部

学
校
教
育
課

101 ・綴喜地方事務
職員研究会負担
金の見直し

・綴喜地方事務職員研究会につい
て、事業内容の把握に努める。

・補助金等助成
事業の見直し

・社会教育団体に対する育成補助
金の見直しをするとともに、事業に
対する補助金を検証する。

完了

平成22年度取り組み実績

消
防
本
部

消
防
総
務
課

104 ・消防関係助成
金等の見直し

・補助金を支出している社会体育関
係事業、団体について、見直しを行
う。

完了

平成22年度取り組み実績

教
育
部

社
会
体
育
課

103

・助成金等の活用結果の報告制度
等を図り、ホームページ等にて公表
する。

完了

平成22年度取り組み実績

－
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・検討

実績

－ ・検討 ・見直し実施

行動
計画

・現状の検証 ・要綱の整備 ・実施

実績

－ ・要綱の全部改正 ・見直し実施

行動
計画

・現状の検証
・第1次見直し

実績

・検討 ・補助金の5％削減 ・補助金の5％削減 ・補助金廃止

行動
計画

・実施

実績

・負担金の減額要
望

・全国都市監査委
員会分担金の減額

区分
具体的な取り組み

進捗状況

消
防
本
部

消
防
総
務
課

105 ・京都府消防協
会綴喜支部、各
種消防長会等負
担金の見直し

完了

平成22年度取り組み実績

所管

消
防
本
部

消
防
署

106 ・消火栓用器具
整備費用の助成
に係る補助金の
見直し

・消火栓用器具整備費用の助成に
係る補助金の見直しを行う。

・京都府消防協会綴喜支部、各種
消防長会等負担金の見直しを行う。

実行プログラム

完了

平成22年度取り組み実績

選
挙
管
理
委
員
会
事
務
局

107 ・市明るい選挙推
進団体事業費補
助金の見直し

・市明るい選挙推進団体事業費補
助金の見直しを行う。

完了

平成22年度取り組み実績

監
査
委
員
事
務
局

108 ・全国都市監査
委員会負担金等
の見直し

・全国都市監査委員会負担金等の
見直しについて、要望を行う。

完了

平成22年度取り組み実績
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・実施

実績

－ ・全国公平委員会
連合会近畿支部総
会、研究会参加負
担金の減額

・負担金の減額要
望

・負担金の減額要
望

所管
進捗状況区分

具体的な取り組み実行プログラム

・全国公平委員会連合会負担金等
の見直しについて、要望を行う。

公
平
委
員
会
事
務
局

109 ・全国公平委員
会連合会負担金
等の見直し

完了

平成22年度取り組み実績

・会費削減について要望を行った結果、積立金からの繰入れ、前年度繰越金の増減等を含め、総会にお
いて見通しが示され、一定の成果を得た。
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・検討 ・検討 ・検討 ・実施

実績

－ ・「京都府地域力再
生プロジェクト支援
事業交付金」の活
用

・実施

行動
計画

・補助制度の検討
及び創設

・起業家育成施設
入居費補助制度の
創設

・企業立地優遇制
度の創設

実績

・起業家育成施設
入居費補助金交付
要綱の制定
・工業団地整備主
体となる区画整理
組合等への補助制
度の検討

・工業団地整備主
体となる区画整理
組合等への補助制
度の検討

・京田辺市大住工
業専用地域拡大事
業補助金交付要綱
の制定・運用

・京田辺市大住工
業専用地域拡大事
業補助金交付要綱
の運用
・起業家育成施設
入居費補助金交付
要綱の運用
・販路開拓支援制
度の創設・運用

・京田辺市大住工
業専用地域拡大事
業補助金交付要綱
の運用
・起業家育成施設
入居費補助金の交
付
・販路開拓支援事
業補助金交付制度
の拡充

新京田辺市行政改革大綱の項目

大項目 03 効率的な行財政運営

実行項目 02 新たな補助金制度の創設

所管 実行プログラム

中項目 06 補助金等の適正化

小項目

区分
具体的な取り組み

進捗状況

総
務
部

企
画
管
理
課

1 ・公募型補助金
制度の検討

・ボランティアやＮＰＯなどの市民の
自主的な活動を支援し、市民参加
型の社会を形成するため、市民の
公益的な活動に対する補助金制度
を創設する。

完了

平成22年度取り組み実績

経
済
環
境
部

産
業
振
興
課

2 ・企業誘致及び新
産業創出ツール
としての補助金制
度の創出

・企業立地優遇制度、起業家育成
施設入居費補助制度を創設する。
・工業団地整備主体となる区画整
理組合等への補助制度、産学共同
研究費補助制度、新製品販売開拓
支援制度の検討、創設を進める。

一部実施

平成22年度取り組み実績

・京田辺市大住工業専用地域拡大事業補助金交付要綱を運用した。
・起業家育成施設入居費補助金交付要綱の運用を行った。
・販路開拓支援制度の拡充を行った。
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・検討 ・策定
・定数条例の改正

実績

－ ・定員適正化計画
内容の検討

・定員適正化計画
内容の検討

・適正化計画目標
値の達成
・適正化の推進

・定員適正化の推
進
・業務に合わせた適
正な職員の配置

行動
計画

・公表条例の制定 ・公表

実績

・公表条例の制定 ・公表 （継続実施） （継続実施）

行動
計画

・組織の見直し
・配置人員の見直し

・組織改正
・受託職員の減員
策等の検討

実績

・三交替勤務の実
施

・三交替勤務の実
施

・救急救命士の増
員

・救急救命士の増
員

・救急救命士の増
員

大項目 03 効率的な行財政運営

中項目 07 職員定数・給与等の適正化

新京田辺市行政改革大綱の項目

区分
具体的な取り組み

小項目 01 定員管理の適正化

実行項目 01 定員管理の適正化

進捗状況

総
務
部

職
員
課

1 ・定員適正化計
画の策定

・職員の定員の適正化を推進する
ため、定員適正化計画を策定する。

完了

平成22年度取り組み実績

所管 実行プログラム

・職員の定員管理等の状況につい
て、公表条例の制定を行い、公表を
実施する。

完了

平成22年度取り組み実績

総
務
部

職
員
課

2 ・定員管理等の
状況の公表

・消防組織を見直し、消防活動等消
防業務の有効・適切な配置を行う。
・消防事務を受託していることに伴
い、市町村合併等に向けた職員の
雇用形態や減員対策等を検討す
る。 完了

平成22年度取り組み実績

消
防
本
部

消
防
総
務
課

3 ・定員適正化計
画の策定と消防
事務受託に伴う
職員定員管理の
適正化

・救急救命士１名の養成を行い、常時救命士が乗車し、救急活動を行える組織体制へと強化した。
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・審議会の答申に基
づく適正化

・期末手当の削減
・収入役の廃止に伴
う削減

実績

・審議会の開催 ・収入役の廃止に伴
う削減
・特別職報酬等審
議会の開催

・特別職報酬等審
議会の開催

・特別職報酬等審
議会未開催

・特別職報酬等審
議会未開催

・特別職報酬等審
議会未開催

行動
計画

・検討 ・導入

実績

・検討 ・導入

小項目 02 給料・諸手当等の適正化

実行項目 01 給料・諸手当等の適正化

新京田辺市行政改革大綱の項目

大項目 03 効率的な行財政運営

中項目 07 職員定数・給与等の適正化

一部実施

平成22年度取り組み実績

所管 実行プログラム
区分

具体的な取り組み

・特別職報酬等審議会は開催されなかった。

総
務
部

職
員
課

2 ・新給料表の検
討、導入

進捗状況

総
務
部

職
員
課

1 ・特別職給与の
見直し

・特別職報酬等審議会において毎
年、社会経済状況等を考慮して諮
問・答申をし、適正化を図る。
・常勤の特別職の期末手当を削減
する。（勤勉手当相当額）
・収入役を廃止し、特別職の給与を
削減する。

・平成17年度人事院勧告に基づき
新給料表を導入する。

完了

平成22年度取り組み実績
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・検討 ・導入

実績

・検討 ・導入

行動
計画

・検討 ・運用の是正

実績

・検討 ・運用の是正

行動
計画

・公表条例の制定 ・公表

実績

・公表条例の制定 ・公表 （継続実施） （継続実施） （継続実施） （継続実施）

行動
計画

・検討 ・検討
・支給金額・方法の
変更、廃止等

実績

・検討 ・検討
・資料収集

・見直し方針の決定 ・改正案を職員組合
に提起

・関係条例の改正を
行い、見直しを完了

・特殊勤務手当の
廃止及び支給要件
の見直し

実行プログラム
区分

具体的な取り組み
進捗状況

3 ・適正な職務給の
導入

・平成17年度人事院勧告に基づき
新給料表を導入し、適正な職務職
階給を整理する。

完了

平成22年度取り組み実績

所管

・平成17年度人事院勧告に基づき
新給料表を導入し、昇給、昇格につ
いても国に準じて是正する。

完了

平成22年度取り組み実績

総
務
部

職
員
課

4 ・昇給、昇格等に
関する運用の是
正

総
務
部

職
員
課

・詳細な給与等の状況について、公
表条例の制定を行い、公表を実施
する。

完了

平成22年度取り組み実績

総
務
部

職
員
課

5 ・給与等の状況
の公表

・特殊勤務手当について、その妥当
性を検証し、支給金額・方法の変
更、廃止等の見直しを行う。

完了

平成22年度取り組み実績

総
務
部

職
員
課

6 ・特殊勤務手当
の見直し

・特殊勤務手当の１３手当のうち、７手当を廃止し、６手当について支給額、支給要件を見直した。
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・検討
・条例改正

実績

・検討
・条例改正

・導入（廃止）

行動
計画

・啓発 ・縮減対策の実施

実績

・啓発 ・啓発
・検討、資料収集

・啓発
・具体的な対策の精
査

・ノー残業デーの徹
底
・時間外勤務の縮
減方針の策定

・ノー残業デーの徹
底
・時間外勤務縮減
対策の推進

・ノー残業デーの徹
底
・時間外勤務縮減
対策の推進

行動
計画

・退職時特別昇給
の廃止等制度改正

実績

・退職時特別昇給
の廃止等制度改正

・制度改正

完了

平成22年度取り組み実績

所管 実行プログラム
区分

具体的な取り組み

総
務
部

職
員
課

8 ・時間外勤務手
当の抑制

進捗状況

総
務
部

職
員
課

7 ・通勤手当の見
直し

・通勤距離が2キロ未満及び徒歩通
勤者に支給している通勤手当を廃
止する。

9 ・退職手当の適
正化

・所属長による所属内各職員の事
務量の見直し、ノー残業デー等の
徹底により時間外勤務手当等の抑
制を図る。

一部実施

平成22年度取り組み実績

・国における退職手当制度の改定
に伴い、本市が加入している京都
府市町村職員退職手当組合におけ
る制度改正を要請する。

完了

平成22年度取り組み実績

総
務
部

職
員
課

・ノー残業デーの周知徹底及び午後８時以降の時間外勤務の自粛を要請した。
・時間外勤務手当の縮減対策として、出退勤システムにより各部で時間外勤務の状況を把握できるように
した。
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・各種手当の内容
の検討

・管理職手当の見
直し

・住居手当の見直し

実績

・各種手当の内容
の検討

・検討、資料収集 ・検討、資料収集 ・検討、資料収集 ・住居手当（新築・
購入５年未満 月額
2500円）廃止

・年末年始手当の
廃止

行動
計画

・検討 ・条例等の改正

実績

・検討 ・条例等の改正
・実施

・不支給地の拡大

進捗状況
所管 実行プログラム

区分
具体的な取り組み

・住居手当、管理職手当等の支給
基準、金額等を検討し、見直しを行
う。

完了

平成22年度取り組み実績

総
務
部

職
員
課

10 ・その他の手当の
見直し

・日当、宿泊料の見直しを行う。

完了

平成22年度取り組み実績

総
務
部

職
員
課

11 ・旅費の見直し

・年末年始手当を廃止した。
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・現状の検証
・他自治体事例の
研究、調査等

・条例、規則等で規
定すべき事項の整
理
・条例、規則及び互
助会規約等の改正

実績

・現状の検証 ・制度の整理
・互助会規約の改
正

・互助会運営の整
理

行動
計画

・事業費負担割合
及び事業内容の見
直し
・厚生会制度の現
状検証

・厚生会と類似団体
との比較、研究

実績

・事業費負担割合
及び事業内容の見
直し
・厚生会制度の現
状検証

・事業内容の見直し ・公費負担の引き下
げを決定

・公費負担の引き下
げ

小項目 03 適正な福利厚生制度

実行項目 01 適正な福利厚生制度

新京田辺市行政改革大綱の項目

大項目 03 効率的な行財政運営

中項目 07 職員定数・給与等の適正化

完了

平成22年度取り組み実績

所管 実行プログラム
区分

具体的な取り組み

総
務
部

職
員
課

2 ・京都府市町村
職員厚生会の見
直し

進捗状況

総
務
部

職
員
課

1 ・職員互助会の
見直し

・職務専念義務と互助会運営につ
いて、市条例、規則及び互助会規
約等を整理し、明確な位置付けを行
う。

・京都府市町村職員厚生会におけ
る福利厚生制度の見直しを進める。

完了

平成22年度取り組み実績
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・現状検証
・公表様式の作成、
調整
・公表条例の制定

・公表

実績

－ ・公表 （継続実施） （継続実施） （継続実施） （継続実施）

行動
計画

・現状の検証
・他自治体の研究、
調査等

・条例、規則等で規
定すべき事項の整
理
・条例、規則等の改
正

・作業服の整理

実績

・現状の検証 ・方針の決定
・改正規程案の作
成

・被服規程の改正

行動
計画

・現状の検証 ・他自治体事例の
研究、調査等
・指針の作成

・対策の実施

実績

－ ・他自治体事例の
調査

・過重労働対策指
針の作成

・過重労働対策指
針に基づく各取組み
の実施

進捗状況

3 ・福利厚生制度
の実施状況の公
表

・市職員に対する福利厚生制度の
内容及び経費等について、公表す
る。

完了

平成22年度取り組み実績

実行プログラム
区分

具体的な取り組み所管

・作業服等の整理を進める。

完了

平成22年度取り組み実績

総
務
部

職
員
課

4 ・職場環境の適
正化

総
務
部

職
員
課

完了

平成22年度取り組み実績

総
務
部

職
員
課

5 ・過重労働対策
指針の作成

・過重労働対策指針を作成し、過重
労働対策に取り組む。
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

01

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・検討会の設置
・現状の調査
・他自治体の調査
研究

・制度、仕組みのあ
り方の検討
・基本方針の策定

実績

・他自治体の調査、
研究

・プロジェクトチーム
での検討

・人材育成基本方
針の策定

行動
計画

・他自治体事例の
研究、調査等
・規程の策定

実績

－ ・他自治体の調査、
研究
・規程案の作成

・職員研修規程を策
定

新京田辺市行政改革大綱の項目

大項目 03 効率的な行財政運営

中項目 08 職員の能力向上と意識改革

区分
具体的な取り組み

小項目 01 総合的な人材育成

実行項目 分権時代における目指すべき職員像の確立と新たな研修体系の構築

進捗状況

総
務
部

職
員
課

1 ・人材育成基本
方針の策定

・時代の変化に迅速かつ的確に対
応できる職員の育成を効果的に推
進するため、その目的、方策等を明
確にした人材育成に関する基本方
針を策定し、人材育成をより体系
的・総合的に推進する。

完了

平成22年度取り組み実績

所管 実行プログラム

・職員研修に関する制度を整備する
ため、職員研修規程を策定する。

完了

平成22年度取り組み実績

総
務
部

職
員
課

2 ・職員研修規程
の制定
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・現状の検証
・実施する研修の整
理

・研修基本方針の
策定

実績

・現状の検証
・他自治体の研究

・研修計画の策定
準備

・人材育成基本方
針と連動した研修基
本方針の策定

行動
計画

・現状の検証 ・他自治体事例の
研究、調査等

・職場研修制度の
導入

実績

・検討 ・職場研修環境の
整備
・職場研修の充実
・事例研究

行動
計画

・研修の実施 ・研修の実施 ・研修基本方針に基
づく研修の実施

実績

・研修の実施 ・研修の実施 ・研修基本方針に基
づく職場外研修、自
己啓発支援の実施

・研修に関する基
本的な方針の策
定

進捗状況
所管 実行プログラム

区分
具体的な取り組み

総
務
部

職
員
課

4 ・職場研修の充
実

・人材育成基本方針と連動し、本市
職員に不足している能力等を把握
し、必要な研修が行える方針を策定
する。

完了

平成22年度取り組み実績

総
務
部

職
員
課

3

・職場外研修、自
己啓発の支援

・新規採用職員以外の職員にも、よ
り効果的な能力開発が行われるよ
うな仕組みを構築する。

完了

平成22年度取り組み実績

・職員研修基本方針に基づき、職員
の意欲と能力を高める研修を支援
していく。

完了

平成22年度取り組み実績

総
務
部

職
員
課

5
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・検討 ・検討
・実施

・拡充

実績

・調査、研究、検討 ・人事評価制度の
制度設計

・人事評価の試行
実施

・人事評価の試行
実施

・人事評価の試行
実施

行動
計画

・調査、研究
・制度の確立

・実施

実績

・調査、研究 ・定期の人事異動に
おけるジョブロー
テーション

・定期の人事異動に
おけるジョブロー
テーション

・定期の人事異動に
おけるジョブロー
テーション

・定期の人事異動に
おけるジョブロー
テーション

行動
計画

・調査、研究 ・調査、研究 ・調査、研究 ・制度の導入

実績

・調査、研究 ・調査、研究 ・調査、研究 ・調査、研究 ・自己申告制度によ
る運用

中項目 08 職員の能力向上と意識改革

新京田辺市行政改革大綱の項目

大項目 03 効率的な行財政運営

小項目 01 総合的な人材育成

実行項目 02 新たな人事制度の構築

一部実施

平成22年度取り組み実績

所管 実行プログラム
区分

具体的な取り組み

総
務
部

職
員
課

2 ・ジョブローテー
ションの確立

進捗状況

総
務
部

職
員
課

1 ・人事評価制度
の導入

・人事評価制度の導入を進める。

3 ・複線型人事制
度の導入

・ジョブローテーション制度の確立を
図る。

完了

平成22年度取り組み実績

・複線型人事制度の導入を図る。

完了

平成22年度取り組み実績

総
務
部

職
員
課

・定期の人事異動におけるジョブローテーションを実施した。

・自己申告制度を活用し、実質的に複線型人事制度を導入している。

・人事評価（能力評価・業績評価）を試行実施した。
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・調査、研究 ・調査、研究 ・制度の導入

実績

・調査、研究 ・調査、研究 ・人材育成基本方
針の記載の検討

・自己申告制度によ
る運用

行動
計画

・調査、研究 ・制度の導入

実績

・調査、研究 ・調査、研究 ・人材育成基本方
針の記載

・自己申告制度によ
る運用

進捗状況
所管 実行プログラム

区分
具体的な取り組み

・庁内公募制度の導入を図る。

完了

平成22年度取り組み実績

総
務
部

職
員
課

4 ・庁内公募制度
の導入

・希望昇任、降任制度の導入を図
る。

完了

平成22年度取り組み実績

総
務
部

職
員
課

5 ・希望昇任、降任
制度の導入

・自己申告制度を活用し、実質的に庁内公募制度を導入している。

・自己申告制度を活用し、実質的に希望昇任・降任制度を導入している。
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・制度の見直し
・提案内容の公開
・メールマガジンの
発行

・改善提案大会の
制度構築、実施

実績

・メールマガジンの
発行

・改善大会の他市
事例調査

・改善大会の他市
事例調査

・見直し検討 ・一部見直しの実施

行動
計画

・改定チームの編成
・調査、点検、見直
し

・キララアップ改訂
チームの編成
・マニュアルの点
検、見直し

・マニュアル案の作
成
・マニュアルの改訂

実績

－ ・マニュアルの点
検、周知

・キララアップ通信
の発行（毎月）

・キララアップ通信
の発行（毎月）

・キララアップ通信
の発行(毎月）

・接遇マニュアル改
訂案の一部作成

小項目 02 職員の意識改革の推進

実行項目 01 意識改革を進めるための風土づくり

新京田辺市行政改革大綱の項目

大項目 03 効率的な行財政運営

中項目 08 職員の能力向上と意識改革

一部実施

平成22年度取り組み実績

所管 実行プログラム
区分

具体的な取り組み

・京田辺市職員事務改善・アイデア提案募集要綱の一部を見直した。

総
務
部

職
員
課

2 ・接遇マニュアル
の改訂

進捗状況

総
務
部

企
画
管
理
課

1 ・職員提案制度
の見直し

・職員提案制度の見直しを進める。

・接遇マニュアルの改訂を進める。

一部実施

平成22年度取り組み実績

・接遇マニュアルにおいて、服務編、倫理編及びビジネスマナー編の改訂案を作成した。
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京田辺市行政改革実行計画進行管理表（平成22年度実績） 第3章 効率的な行財政運営

部 課 ｺｰﾄﾞ 項 目 概 要 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行動
計画

・サービス向上委員
会の編成
・サービス向上運動
の計画

・実施

実績

・キララアップ通信
による周知
・服務通達

・庁舎窓口案内
・キララアップ通信
・服務通達

・庁舎窓口案内
・キララアップ通信
・服務通達

・庁舎窓口案内
・キララアップ通信
・服務通達

行動
計画

・他自治体事例の
研究、調査等

・制度の検討 ・オフサイトミーティ
ングの実施

実績

・他自治体事例の
調査・研究等

・人材育成基本方
針への記載の検討

ー ー

進捗状況

3 ・サービス向上運
動の実施

・市民満足度の向上をサービス向
上運動の実施

完了

平成22年度取り組み実績

実行プログラム
区分

具体的な取り組み所管

・職員相互の意識改革、意識の共
有化等進めるため、オフサイトミー
ティング制度を導入する。

その他

平成22年度取り組み実績

総
務
部

職
員
課

4 ・オフサイトミー
ティングの実施

総
務
部

職
員
課

ー

・庁舎窓口案内（接遇実地研修）を実施した。
・キララアップ通信による周知徹底を図った。
・服務通達を出した。
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